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はじめに 
本ハンドブックは、RI第 2750地区 2026-27年度用として製作されたものです。 

本ハンドブックに掲載されている内容は、ロータリー財団が定める内容に加えて、RI第 2750地区独自の

内容が含まれていますので、2750 地区に所属するすべてのクラブは、このハンドブックに則り、2026-27

年度の補助金申請、あるいはロータリー財団に関わる活動を行なってください。皆様が、本ハンドブックを

有効にご活用され、充実した奉仕活動をされますことをお祈り申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご挨拶 
ロータリー財団は１９１７年に発足し、それ以来、ロータリ－クラブ及び地区を経由して活動の実施を行っ

ております。その趣旨としては承認された人道的、教育的活動を支援するための寄付を受領し、その資金

を配分することを目的としております。 

財団の使命としてはロータリアンがポリオ撲滅を主体とした人々の健康改善、質の高い教育の提供、さら

には環境保護の取組み、貧因からの解放を通じて世界理解、親善、平和を達成することにあります。 

ロ－タリ－での活動を行う私たちとしましては、この崇高な財団の目的を達成するため、多岐にわたる財

団が管理する補助金の種類や寄付の仕組みなどを理解していただく必要がございます。 

財団への理解を深めていいただくために本ガイドブックを用意いたしました。 

本年度は諸事情により以前の補助金の支給基準を変更いたしております。 

是非、ご一読を賜りまして、御確認のほど御願い申し上げます。 

 

2026-27年度 RI第 2750地区ロータリ－財団委員会 

                                          委員長  皆川 明良 
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1917 年 6 月 18 日、アトランタで開催された第 8 回ロータリー年次大会で、当時の会長であったアー

チ C.クランフが、「世界でよいことをするために基金を作るのが、きわめて適切だと思われる。」と演説をし

たことが始まりです。 

1917 年は、まだ第１次世界大戦の真っただ中でした。そんな世界情勢の中で、アーチ・クランフは、未

来のロータリーにとってこの基金が必ず必要になると言う強い信念のもと、基金の設立を呼び掛けました。 

この基金への最初の寄付は、1917年にカンサスシティーロータリークラブが行なった 26 ドル 50セント

でした。このわずか 26 ドル 50 セントが、世界をより良くするための何十億ドルと言う財団の布石を敷いた

わけです。 

 その後、1928 年に、それまでの「アーチ・クランフ基金」と言う名前から「ロータリー財団」と言う名前に変

更されました。「ロータリー財団」の正式な名前は「国際ロータリーのロータリー財団」です。5 名による管理

委員会が設立され、初代の管理委員長にはアーチ・クランフが就任しました。その後も、アーチ・クランフ

は長期的な視野を持ち、ロータリー財団に反対する勢力から財団を守り、存続と発展のためにその生涯

を捧げました。アーチ・クランフは、1951年 6月 3日、82歳でその生涯を閉じています。 

1947 年に、ロータリーの生みの親であるポール・ハリスが逝去しました。この時、ポール・ハリスは逝去

後に、「追悼は献花ではなく財団への寄付」と言うハリスの意思が電報でロータリアンに伝えられました。

1951 年のアーチ・クランフの逝去とともに、このロータリーにとってかけがえない 2 人の偉大な人物の逝

去によって全世界のロータリアンからたくさんの寄付が寄せられ、この時の寄付が、ロータリー財団の発展

に大きく役立てられました。 

「世界で良いことをする」ために、その後、多くのプログラムが開始され、ロータリー財団は、世界中のま

だ手を差し伸べて行かなければならない人々に、たくさんのあたたかい手を差し伸べてきました。 

2013 年には、「未来の夢計画」と銘打って、ロータリー財団の新しい補助金システム（地区補助金、グ

ローバル補助金）が構築され、ロータリーの掲げる 6 つの重点分野（現在は７つの重点分野）を中心に、

世界中で行なう多様な奉仕活動に利用できる補助金が誕生しました。 

ロータリー財団は、現在、アメリカのイリノイ州の州法に則り登記された非営利法人となっています。ロー

タリー財団は、現在、4名の RI元会長を含む 15名の管理委員と事務総長で運営されています。 

 今や国際ロータリーとロータリー財団は、切っても切れない存在と言えるでしょう。ロータリーは、このロー

タリー財団を設立したことによって、新しい奉仕の可能性と手段を手に入れることができました。ロータリー

財団は、まさに、ロータリーの土台となっているわけです。アーチ C.クランフが演説をした「世界でよいこと

をしよう」がロータリー財団の標語となっています。 

これからも世界でよいことをするために、ロータリー財団にあたたかいご支援と更なるご協力をお願いし

ます。 

  

ロータリー財団の歴史 
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ロータリー財団委員会 

ロータリー財団委員会の大きな任務は、６つあ

る小委員会を統括し、ロータリー財団委員会全

般の管理、運営、広報、研修等を行なうことで

す。ロータリー財団は、毎年いろいろな修正が

行われ、常に新しい情報が必要になります。ロ

ータリー財団委員会では、クラブとのコミュニ

ケーションを良くすることによって、より正確

な情報を発信していきます。 
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●2026-27 年度委員会組織のあらまし 

2026-27 年度のロータリー財団委員会は、前年度と同様に６つの小委員会（資金管理委員会、資金推

進委員会、補助金委員会、奨学・学友・VTT 委員会、ポリオプラス委員会、ロータリー平和フェローシップ

委員会）から成ります。ロータリー財団委員会には、2 名の副委員長が就き委員長と共にロータリー財団

全般を統括します。 

 

 

● 2026-27 年度の組織図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロータリー財団のホームページのご案内 

 地区ロータリー財団委員会では、独自のホームページを立ち上げています。ホームページのアドレスは、

「https://rid2750.org/trf」です。ご覧いただくには、地区のホームページからリンクされていますので、地

区のホームページからお入りいただくことができます。もちろん、直接「https://rid2750.org/trf」にお入り

いただいても結構です。ぜひ、ロータリー財団委員会のホームページをご活用ください。 

 このホームページでは私たちロータリー財団委員会のセミナー等の予定、ニュースリリースを逐次掲載

いたします。また各種申請書等の書類もダウンロードいただけます。 

 なお、MyRotary からもロータリー財団のたくさんの情報を得ることができますので、こちらもぜひご覧い

ただければと思います。 
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資金推進委員会 
 

私たちの委員会では、年次基金と恒久基金の

地区目標に向けて、ロータリアンの皆様への

ご寄付のお願いを担当しています。更に、ポー

ル・ハリス・ソサエティ、大口寄付、遺贈友の会

と言ったご寄付へのご登録のお願いも行なっ

ています。 

また、ご寄付をいただきました皆様への認証

のお手伝いもさせていただいています。 
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1.年次基金とは？ 

 個人で 1,000 ドル以上の寄付者をポール・ハリス・フェローと言います。ご寄付いただいた金額は累積さ

れ、2,000ドルを超えるとマルチプル・ポール・ハリス・フェローとなり、1,000ドル寄付額が増える毎に認証

が行われます。この年次基金は、3年間利殖に回させていただき、その運用益は一般管理費や運営費等

にあてられます。このシステムを「シェア・システム※」と呼びます。皆様からいただいた貴重な寄付は、3

年後に WF（国際財団活動資金＝World Fund）と DDF（地区財団活動資金＝District Designated 

Fund）に 47.5：47.5の割合でシェアされ、全額プロジェク卜に使われます。 

 

2.恒久基金とは？ 

 1,000 ドル以上の寄付者をベネファクターと言います。この恒久基金への寄付をしていただいた場合、

いただいた寄付は基金として積み上げ、その元金には手をつけずにその運用益のみを使用していきます。

運用益は一般管理費などに使われる他、WF と DDF にも配分され地区で行うプロジェクトにも使用され

ます。 

 

3.使途指定寄付とは？ 

 ポリオプラス基金への寄付やグローバル補助金を利用したプロジェクトを行う際のクラブまたは個人から

の拠出金等が該当します。つまり、使い方を指定した寄付です。 

 

地区目標  

1） 年次基金への寄付 会員 1名につき 150 ドル以上 

2） 恒久基金への寄付 1000 ドルに達する寄付者  

会員  99名以下のクラブ 1名以上 

会員 100名以上のクラブ 2名以上 

  3) ポリオプラス基金への寄付 会員 1名につき 30 ドル以上 

会員数は期首での会員数となります。また、寄付時点のロータリーレートにご注意ください。 

  MyRotaryへの寄付目標の入力をお願い致します。 



 

 

9 

 

地区表彰について 

RI第 2750地区では、2025-26年度も以下の 3つの表彰を行ないます。 

1) 寄付総額上位 3位までのクラブ 

2) 年次基金一人あたりの平均寄付額上位 3位までのクラブ 

3) ロータリー財団への地区寄付目標 3部門（年次基金、恒久基金、ポリオプラス基金寄付）達成クラブ 
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寄付の方法について 

ご寄付の方法は、主に次の 3つが挙げられます。 

１．銀行振込による寄付 

２．オンラインでの寄付 ※クレジット決済となります。 

３．米ドルでの寄付 

 

銀行振込による寄付の流れ 

① 寄付分類を決める 

まず、寄付者が何に対して寄付をしたいのか、寄付分類（寄付の使途）を決めます。寄付者が特に支援し

たい分類、あるいはクラブや地区の目標に合わせるなどして決めます。ポール・ハリス・フェローやベネフ

ァクターなど希望の認証がある場合は、どの寄付分類がどの認証に対応しているかも確認します。 

 

②寄付者を確認する 

寄付者は、個人、法人、ロータリークラブ、インターアクトクラブ、ローターアクトクラブ、地区のいずれかで

お願いいたします。個人の認証やバナー認証の目標などを確認し、寄付送金明細書の寄付者欄に記入

する名義を決めてください。確定申告用の領収証は、記入された ID番号に基づき、個人と法人向けに送

金明細書に記入した名義で発行されますのでご注意ください。 

※初回ご寄付の際にご報告いただいた漢字表記で領収証を発行します。 

 

③寄付送金明細書を記入する 

次に、寄付送金明細書に必要事項を記入し、kifu@rotary.org へメールにてお送りください。（メールが

使えない場合は、FAXでも可） 

※寄付送金明細書は、エクセル形式のままお送りください。 

 

④寄付金を指定の口座へ送金する 

寄付送金明細書を送った後、以下の口座へ寄付金を送金します。 

三井住友銀行 赤羽支店 普通預金 3978101 

名義：公益財団法人ロータリー日本財団 

※振込先は寄付送金明細書上部にも記載されています。 

 

寄付送金明細書について 

ロータリー財団への寄付は、公益財団法人ロータリー日本財団を通じて送金することができます。寄付

送金明細書は、銀行振込で寄付する際にお送りいただく書類です。 

※本書式は、なるべくエクセルファイルのままメールに添付してお送りください。 
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寄付送金明細書の入手方法 

寄付送金明細書のダウンロードは、MyRotary より可能です。MyRotary にログイン後、トップ画面の

右上「ご寄付」をクリック→ページ最下部「寄付資料」の中の「ロータリー日本財団 寄付送金明細書（ロー

タリアン／クラブ用）」をクリックすると、ダウンロードが始まります。 

 

寄付送金明細書の記入方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①通信欄  特記すべき事項をご記入ください。メモリアルコントリビューションの情報、お礼状送付先、振

込や領収証、認証品などによる連絡事項や漢字表記の修正・変更のご依頼など。 

②送金情報  TELは日中連絡が取れる番号を入力し、送金額と寄付送金明細書の日本円の合計額が

一致していることをご確認ください。レートは着金日の月の RI レートになります。数字だけを記入してく

ださい。 

(入力例)：＄1＝￥155の場合「155」と記入 

※RI レートは新たな月が始まる前に地区へお知らせします。 

③寄付者名 寄付者名義を記入してください。初回の表記が確定申告用領収証作成のデータになります

ので、正確にご記入ください。 

（領収証は原則として再発行できません。） 



 

 

12 

 

（注意例）：高橋と髙橋、壽と寿など 

④ローマ字名 会員の登録情報通りに記入してください。法人の場合も正確な英語表記が必要です。一

字でも登録と違うと別人とみなされることがありますので、ID 番号が無い方は特にご注意ください。パス

ポートのスペルで登録することをお勧めします。 

（注意例）Sato と Satouなど 

※正式名称は必ずご本人や会社に確認してください。 

※会社の英語表記がなく、新しく作成する場合は、「Kabushiki-Kaisha」ではなく「CO」「KK」など、

できるだけ文字数が少なくなるようお願いします。 

⑤ID番号 寄付者の ID番号を漏れなくご記入ください。新会員はMyRotaryから会員登録をし、ID番

号を先に取得してください。 

ID番号と名前が一致しない場合、機械処理上、ID番号所有者の寄付として扱われることがあります。 

⑥寄付分類 寄付分類をセルの▼でリストから選択してください。グローバル補助金や冠名基金へのご寄

付は、番号をご記入ください。ポール・ハリス・フェロー等の認証名は記入しないでください。 

＜良い例＞年次基金-シェア、恒久基金-シェア、ポリオプラス基金、恒久基金-ロータリー平和センター、

冠名基金(E12345)など 

※寄付分類の確認が取れない場合、年次寄付-シェアとさせていただく場合があります。 

⑦円金額 寄付者、寄付分類ごとに一行使い、円金額を記入します。経費負担を軽減するために、でき

るだけ一口 2,000円以上でお願いします。 

※グローバル補助金の現金拠出は、5%追加分も合わせて送金してください。 

⑧＄金額 パソコン入力の場合、RI レートと円金額の入力で自動計算されます。手書きの場合は、小数

点第 3位を四捨五入し、第 2位までをご記入ください。 

※機械の処理上、レートにより１セント単位の誤差が生じる場合があります。 

 

オンラインでの寄付 

MyRotaryにログイン後、下記ウェブページ内の「ご寄付」ボタンから手続き画面にお進みください。 

ご寄付：https://my.rotary.org/ja/donate 

お手続きが完了すると確認メールが届きます。必ず確認をし、保管してください。 

 

米ドルでの寄付 

①事前に日本事務局まで連絡し、専用の寄付送金明細書を受け取ってください。 

②専用の寄付送金明細書に必要事項を記入し、返送してください。 

③書留（簡易書留も可）か銀行振り込みにて送金してください。 

※銀行振り込みの場合、手数料が高くなる場合があります。手数料は送金者負担となりますので、ご注

意ください。また、銀行によって、米ドルの取り扱いの有無や手数料等が異なります。 

※米ドルでの寄付は、送金先がロータリー財団となりますので、税制上の優遇措置は受けられません  
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シェア・システムについて 

●年次基金を 3 年間利殖に回しながら、その運用益でロータリー財団を運営していくための資金を確保

するシステムですが、この 3 年間は地区にとって大変重要なものになります。財団の年次基金は 3 年

後のプロジェクトで使われますので、まず縦軸をみると寄付の翌年（１年目）は 3年後に使える金額を確

定する「確定年度」となり、その翌年がプロジェクトの計画年度、さらにその翌年が「実行年度」となりま

す。 

●次に横軸で見ると、前年計画されたプロジェクトを実行し、かつ次年度プロジェクトの計画を建て、かつ

2年後のプロジェクトのために寄付額を確定し、さらに 3年後のために寄付を行う…このような仕組みに

なっております。 
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寄付者の認証について 

世界中で実施されているロータリーの活動は、ロータリー財団への皆さまからのご寄付を通じて初めて可

能となります。ロータリー財団では、個人やクラブからのご寄付に対して感謝の気持ちを表すために、さま

ざまな認証プログラムをご用意しています。また、ご家族やご友人など大切な方のお名前を冠した基金を

設立する機会もあります。 

 

認証プログラム 

1. ポール・ハリス・フェロー 

●財団に 1,000 ドル以上の寄付をした人、または名義人に贈られる称号です。 年次基金、

ポリオプラス、承認された財団補助金のいずれかに 1,000 ドル以上を寄付した方が対象と

なります。 

●ご本人以外の名義で寄付することで、ポール・ハリス・フェローの称号を他の会員に贈るこ

ともできます。 

●新たに認証を受けた方には、認証状と襟ピンが贈呈されます。 

 

2. マルチプル・ポール・ハリス・フェロー 

●ポール・ハリス・フェローのうち、1,000 ドル以上（合計 2,000 ドル以上）の寄付を行った方

に贈られる称号です。財団の認証ポイントを使い、他の人をポール・ハリス・フェローに指

名することもできます。 

●マルチプル・ポール・ハリス・フェローとしての特別な襟ピンが贈呈されます。 

 

3. ベネファクター 

●1,000 ドル以上を恒久基金に無条件寄付した方は、ベネファクター（後援者）として認証されます。 

●ベネファクターには、認証状と記念の襟ピンが贈られます。 

●認証品は初回のみで、次回以降の寄付に対しては感謝状が送られます。 

 

４. ポリオプラス・ソサエティ（PPS） 

●ポリオ根絶までの活動資金の安定と増加にご協力いただくため、地区単位でポリオ 根絶まで毎年 100

ドル以上を、ポリオプラスにご寄付くださる方へ認証状と襟ピンが贈呈されます。 

 

5 .ポール・ハリス・ソサエティ（PHS） 

●毎年 1,000 ドル以上を、年次基金、ポリオプラス、財団が承認した補助金のいずれかにご

寄付くださるロータリー会員とロータリー財団支援者を認証するものです。 

●財団に継続的な支援を寄せてくださる寄付者の方々に、感謝の気持ちを示すことを目的と

して PHS認証状と襟ピンが贈呈されます。 
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●パンフレット、またはロータリーWeb サイトのポール・ハリス・ソサイエティページにある入会 フォームか

らお申込ができます。 

 

6. 「財団の友」会員 

●年次基金に年度毎に 100ドル以上のご寄付をされた方は、自動的に「財団の友」会員として認証されます。 

7. 「遺贈友の会」会員 

●遺産計画（遺言、生前信託、生命保険等）を通じて合計 10,000 ドル以上の寄付を誓約された方（また

は夫婦）を、ロータリー財団管理委員会より「遺贈友の会」会員として認証します。 

●会員には、名前が刻まれたクリスタル認証盾と襟ピンが贈られます。 

 

8. メジャードナー 

●累積寄付の合計が 10,000 ドルに達した方（または夫婦）をメジャー・ドナーとして認証します。 

●クリスタル製認証品と襟ピン（またはペンダント）が贈呈されます。 

●認証の品は、以下の寄付レベル（レベル 1～4）に基づいて贈られます。 

レベル 4：100,000 ～249,999 ドル 

レベル 3： 50,000 ～ 99,999 ドル 

レベル 2： 25,000 ～ 49,999 ドル 

レベル 1： 10,000 ～ 24,999 ドル 

 

9. アーチ・クランフ・ソサエティ 

●財団に対して最高レベルの寄付を寄せた方々を称えるのがアーチ・クランフ・ソサエティです。 

●累積寄付が 250,000 ドルに達した方をソサエティ会員として迎え入れ、多大な寄付への感謝の気持ち

として認証ピンやペンダントが贈られるほか、米国イリノイ州エバンストンの国際ロータリー本部での入

会式への招待等、さまざまな特典及び生涯にわたる資格を得ます。 

●国際ロータリー本部にある「アーチ・クランフ・ソサエティ・ギャラリー」（タッチパネル式スクリーン）に肖像

写真と略歴が掲載されます。 

 

 

 

 

 

 

アーチ・クランフ・ソサエティの新認証レベル 

ロータリー財団は 2015 年 7 月 1 日より、アーチ・クランフ・ソサエティの認証レベルに 3 種類の新しいプ

ラチナレベルを追加いたしました。新しい認証レベルは以下の通りです。金額は全て米ドルで表示されて

います。 
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250,000～499,999 管理委員会サークル 

500,000～999,999 管理委員長サークル 

1,000,000～2,499,999 財団サークル 

2,500,000～4,999,999 管理委員会プラチナサークル 

5,000,000～9,999,999 管理委員会プラチナサークル 

10,000,000以上 財団プラチナサークル 

 

 

冠名の機会 

寄付者または特定の方のお名前のついた「冠名基金」または「冠名指定寄付」が可能です。 

 

●冠名基金 

元金はそのままで、投資収益の一部のみが寄付者が指定したプログラムに恒久的に活用されます。 

・1,000,000 ドル以上：寄付者との相談の上で条件が設定されます。 

・ 500,000 ドル以上：活動参加地区、重点分野または希望する活動地域を指定することができます。 

・ 250,000 ドル以上：活動参加地区と重点分野を指定することができます。 

・  25,000 ドル以上：ロータリーの重点分野のいずれかへの一般的な支援に充てられます。 

・  25,000 ドル以上：国際財団活動資金（WF）またはシェアの支援に充てられます。 

 

●冠名指定寄付 

ご寄付は寄付者が指定した目的に活用され、財団と寄付者が合意した一定の期間内に全額が使用され

ます。 

・グローバル補助金の冠名指定寄付の機会 

・ロータリー平和センター冠名基金設置の機会 

・ロータリー平和センター冠名指定寄付の機会 

 

クラブに対する認証 

●100%ポール・ハリス・フェロー・クラブ 

正会員全員がポール・ハリス・フェローとなったクラブ。ロータリー財団から１度限りの特別なバナーが贈ら

れます。 

 

●100%ポール・ハリス・ソサエティ・クラブ 

正会員全員が各ロータリー年度に、年次基金、ポリオプラス基金、グローバル補助金プロジェクトのいず

れかに 1,000 ドル以上寄付したクラブ。 
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●100%財団寄付クラブ 

正会員全員が、寄付分類にかかわらずロータリー財団へ寄付をし、一人あたりの平均寄付額が少なくとも

100 ドルに達しているクラブ。 

 

●「Every Rotarian, Every Year」／「財団友の会」会員クラブ 

正会員全員が年次基金へ 100 ドル以上を寄付したクラブ。 

 

●年次基金への寄付が上位 3位のクラブ 

各地区で一人あたりの年次基金への寄付額が上位 3 位のクラブ。一人あたりの寄付額が少なくとも 50 ド

ルであるクラブが対象となります。 

 

財団認証ポイントについて 

財団認証ポイントとは、年次プログラム基金またはポリオプラスを通じてロータリー財団に寄付をした方、あ

るいは財団補助金の提唱者負担金として寄付をした方に授与されるものです。これらの寄付をした方に

は、1米ドルにつき 1ポイントが与えられます。恒久基金への寄付は財団認証ポイントの対象とはならない

ことにご留意ください。 

寄付者は、自分の認証ポイントを使って（移譲することによって）、自分以外の人をポール・ハリス・フェロ

ー（またはマルチプル・ポール・ハリス・フェロー）にすることができます。財団認証ポイントは、寄付者が亡

くなるまで、または寄付者がポイントを使い切るまで、寄付者ご本人のものとして保存されます（ただし、大

口寄付者が亡くなった場合はその配偶者が認証ポイントを使用することができます）。 

 

認証ポイントについて、Q&A 方式でご案内します。 

Q1財団認証ポイントを移譲するには、どうすればよいですか？ 

一度に移譲できるのは最低 100ポイントとなり、認証ポイント移譲の要請書式を提出する際に承認の署名

が必要となります。 

・個人が所有する認証ポイントの移譲を承認できるのは、寄付者ご本人のみとなります。 

・クラブが所有する認証ポイントの移譲を承認できるのは、クラブ会長のみとなります。 

・地区が所有する認証ポイントの移譲を承認できるのは、地区ガバナーのみとなります。 

寄付者個人の認証ポイントをクラブまたは地区に移譲することはできない場合があります。 

 

Q2亡くなったロータリアンの財団認証ポイントを移譲することはできますか？ 

いいえ。亡くなったロータリアンの財団認証ポイントは無効となります。ただし、例外として、亡くなった方が大

口寄付者である場合には、その配偶者（またはパートナー）がご存命中に認証ポイントをお使いいただけます。 
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Q3企業や団体もポール・ハリス・フェローとなることができますか？ 

いいえ。ポール・ハリス・フェローとなることができるのは個人に限られます。その代わりに、1,000 ドル以上

のご寄付を行った企業や団体には、感謝状（財団が発行する表彰状）を贈ることができます。 

 

Q4亡くなった方にポール・ハリス・フェローの称号を贈ることはできますか？ 

はい。寄付者は、メモリアル・ポール・ハリス・フェローの要請をすれば、なくなった方をポール・ハリス・フェ

ローとすることができます。詳しくは日本事務局財団室までお問い合わせください。 

 

Q5財団認証ポイントを大口寄付者の認証に使うことはできますか？ 

いいえ。大口寄付者の認証は、個人による直接寄付の累積実額のみが適用されます。 

 

Q6どの報告書を見れば、財団認証ポイントを確認できますか？ 

会員アクセスを通じて、クラブと地区の指導者はクラブ認証概要報告書（Club Recognition Summary）

を見ることができます。この報告書に、認証額、財団認証ポイント、現在のポール・ハリス・フェローのレベ

ル、およびポール・ハリス・フェロー認証の（次の）レベルに達したことを示すデータが記載されています。 

個人の寄付者は、会員アクセスを通じて、自分の寄付履歴、認証額、財団認証ポイントを見ることができ

ます。 

 

Q7 クラブと地区も財団認証ポイントを貯めることができますか？ 

はい。クラブは「クラブ認証概要報告書（Club Recognition Summary）」で、その時点のクラブの認証ポ

イントを確認することができます。 

 

Q8財団への寄付を奨励するために財団認証ポイントを利用することができますか？ 

会員からの寄付に対し、これと同額の認証ポイントをクラブがこの会員に移譲（マッチング）することで、年

次プログラム基金への寄付を奨励できます。これにより、クラブの年次寄付目標を達成したり、100％ポー

ル・ハリス・フェロー・クラブを実現する可能性も高まるでしょう。 

※認証ポイン ト使用申請書は、MyRotary からダウンロードできますので、ご利用ください (https://my-

cms.rotary.org/ja/document/paul-harris-fellow-recognition-transfer-request-form)。 
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資金管理委員会 

資金管理委員会は、地区とクラブとの間で締

結したＭＯＵを管理すると共に、補助金管理セ

ミナーを援助します。また、地区補助金（DG）

の報告書をチェックすると共に、各クラブが地

区補助金を使用するプロジェクトの計画・実

行・報告書作成の一助となるチェックリストを

見直し更新します。 
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地区の覚書 （ＭＯＵ） 

・MOU は地区補助金を適正に使用するという覚書です（巻末の資料ページを参照）。 

・MOU を提出するためには、毎年 2 月頃に開催される「補助金管理セミナー」に会長エレクト又は指名

されたロータリアンが出席する必要があります。 

・MOU の提出にあたっては、この MOU を熟読し、その内容を理解した上で署名して、期日までに提

出する必要があります。 

・MOU には、会長エレクト（2026-27年度会長）及び会長ノミニー（2027-28年度会長）が署名 します。 

但し、提出時に会長ノミニーが選出されていない場合には、後日補完することができますが、プロジェク

ト開始までに補完しなくてはなりません。 

・MOU は指定の用紙を 1 枚提出していただきます。PDF ファイルでメールでの提出も可とします。 

・MOU 未提出だと不利益を被る場合があります。例えば、自クラブで補助金を使用する予定がなくても、

他地区からのグローバル補助金（GG）の申し入れを受けることができなくなります。 

 

地区補助金用チェックリスト 

・地区補助金用チェックリストは、各クラブが実施するプロジェクトの内容・項目について自己審査的に活

用するためのツールです。 

・チェックリストの項目は、過去の申請書や報告書において間違いが多かった項目を集めたものです。 

特に注意を要するのは以下の項目です。 

① ロータリアンの経費（交通費、入場料、飲食費等）への使用 

（但し、医師、通訳、弁護士などの実行するプロジェクトに密接する専門性がある場合には補助金の

使用が認められる場合がある） 

② 補助金専用口座以外からの支払いや引き出し 

③ 領収書及び請求書は自クラブ宛になっており、外貨建の場合は円換算額を入力する 

④ 領収書が入手できない場合は、理由書及び領収書に代わるものを添付する 

⑤ 申請時からプロジェクト内容や発注先が変更となる場合は、事前に補助金委員会に相談し、理由書

を添付する必要がある 

 

報告書の注意事項 

・報告書はプロジェクト終了後、1 ヵ月以内に提出しなければなりません。 

・報告書が期日までに提出できないクラブには補助金返金等のペナルティが課される場合があります。 

・報告書が 5 月 31日までに提出されないと、次年度の補助金申請の承認が取り消されます。 

・報告書の提出時には、専用口座の残金をゼロ"0"にしなければなりません。 

・報告書には、全ての証憑（請求書・領収証）のコピーを添付しなければなりません。 

・同一プロジェクトを 2年続けて地区補助金の対象として実施することはできません。 

・プロジェクト総額が変更になった場合の返金について 

1) クラブ拠出金がプロジェクト総額の減額分を上回る場合には、クラブ拠出金から減額します。 
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2) クラブ拠出金がプロジェクト総額の減額分を下回る場合には、これらの差額の残金が 100 ドル以

上の場合には残金全額を地区に返金し、残金が 100 ドル未満の場合にはクラブ会計のニコニコに

繰り入れます。 

・プロジェクトの内容の大幅な変更は原則として認められません。この場合には、補助金を全額返金しな

ければなりません（例外があるため、担当の補助金委員へ相談すること）。 

・使途指定の現金寄付に地区補助金が使用できます。但し、クラブが主催または共催のプロジェクトに限

ります。この場合、協力団体の情報、購入品や設置場所の写真、購入した全ての品の領収証と請求書

のコピーが必要となります。 

 

クラブでの管理 

・地区の覚書（ＭＯＵ）は 5年間保管しなければなりません。 

・地区補助金の申請書及び報告書（領収証オリジナルを含む）はコピーを 1 部、10 年間保管しなければ

なりません。 
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補助金委員会 

私たちはクラブが地元社会や海外で様々な奉

仕プロジェクトを実施するために地区補助金や

グローバル補助金を提供することで支援して

います。また、補助金事業を奨励することによ

ってロータリー財団の存在意義、ロータリー財

団への寄付の重要性を喚起しています。 

 

補助金支給のルールは毎年変更があります。 

最新のハンドブックをご参照ください。 

202６年 2 月 2 日版 
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■地区の補助金支給方針 

第２７５０地区はより多くのクラブに補助金を利用いただくことを目指しています。他地区と比較しても補

助金利用率は大変に高まりました。需要の増加に供給が追い付かなくなり、一昨年度は地区補助金が

枯渇し、昨年度は地区補助金とグローバル補助金の両方が枯渇しました。 

そのため、今年度は枯渇することが無いように両補助金の支給基準を大幅に見直しました。補助金利

用機会を増やすため、地区補助金については枯渇時に打ち切るのではなく全クラブ均等に減額して

支給することにします。地区補助金にはクラブ拠出金を事業総額の３０％を必須にします。 

■地区補助金とグローバル補助金のしくみ 

 

① 地区補助金 

 

 3 年前の年次寄付（シェア）の 47.5%が DDF（地区財団活動資金）として、地区にその配分が任され

ます。これに恒久基金（シェア）の運用益の 50%が加算されます。この合計額の 50%を上限として、

地区補助金（DG）として使うことができます。ロータリー財団委員会では、この金額内で、各クラブから

申請のあったプロジェクトに配分していきます。 

＜例＞.たとえば、3 年前の年次寄付（シェア）が 750,000 ドルだったとしたら…。 

（恒久基金運用益の５０％は前年実績約７万７千ドル、前年度繰越金は約 7万１千ドルでした） 

（以下の数字は実際の金額に近い概数です） 

 

３年前の年次寄付（シェア）   750,000 ドル  A 

DDF として戻ってくる額   356,250 ドル  Ｂ （A × ４７．５％） 

恒久基金（シェア）の運用益より  77,000 ドル  Ｃ 

合計額     433,250   Ｄ （Ｂ＋Ｃ） 

ＤＧとして使用できる金額  216,625   Ｅ （Ｄ × ５０％） 

 

私たちの地区ではこの金額を以下のプログラムに配分します。 

DG1 クラブより申請のあった地区補助金プロジェクト  

DG2 補助金管理セミナー 

DG3 ＰＢＧ向け補助金管理セミナー  

DG４ その他地区が企画する事業 
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② グローバル補助金 

 

戻ってきた年次寄付由来の DDF に、恒久基金の運用益の地区への配分額と前年度からの繰越金

を足して、地区補助金分を差し引き、更にポリオプラスへの寄付と平和センターへの寄付を差し引

いた金額がグローバル補助金（GG）の予算額となります。 

 

DDF として戻ってくる額   356,250 ドル  Ｂ 

恒久基金（シェア）の運用益より  77,000 ドル  Ｃ 

前年度からの繰越金   71,000 ドル  Ｆ 

合計額     504,250 ドル  Ｇ （Ｂ＋Ｃ＋Ｆ） 

DG として使用する額   216,625 ドル  Ｅ  

ポリオプラスと平和センターへの寄付 ５0,000 ドル  Ｈ 

ＧＧとして使用できる金額  287,625 ドル  Ｉ （Ｇ－Ｅ―Ｈ） 

 

GG1 グローバル補助金（７重点分野のプロジェクト） 

GG2 第 2750 地区ロータリー財団奨学生（４～５名） 

GG3 PBG 用ロータリー財団奨学生 

GG4 VTT実施する年度のみ配分します。 

 

③ DDF として資金が戻ってくる寄付 

 

DDF として地区に資金が戻ってくる寄付は年次基金（シェア）と恒久基金（シェア）だけです。ロータリ

ー財団への寄付は１０種類以上ありますのでお気をつけください。今までは地区補助金のクラブ別

支給上限はクラブの寄付総額により算定していましたが、2026-27 年度より年次寄付（シェア）の額を

基準にして算定することにいたします。 

 

資金の戻らない寄付の例： 年次基金（重点分野）、ポリオプラス基金、恒久基金（ＷＦ）、災害救援

基金、その他 
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2026-27 年度 

■地区補助金支給基準 

補助金委員会には、それぞれのクラブ担当の委員がおりますので、補助金の申請にあたってのご不明な

点等がありましたら、担当委員に必ずご相談ください。 

尚、担当委員は、プロジェクトが終了し、最終報告書が提出されるまで、サポートをさせていただきますの

で、プロジェクト進行上の問題等が起こりましたら、遠慮なくご相談ください。 

 

●次の３つの項目のいずれかに該当するクラブは、補助金支給の対象外とします。 

1. 3 年前の年次基金への一人あたりの平均寄付額が 0だったクラブ 

2. 2026-27 年度の補助金管理セミナーを欠席したクラブ 

3. 地区との MOU を締結していないクラブ 

 

●１プロジェクトあたりの補助金支給基本額を以下の通りとします。 

３年前年次基金合計が１，０００ドル以下   ３年前の年次寄付総額を上限 

３年前年次基金が１，０００ドル以上で一人あたり 

１５０ドル未満  １，０００ドル 

１５０ドル－２５０ドル未満 ２，０００ 

２５０ドル－３５０ドル未満 ２，３００ 

３５０ドル－４５０ドル未満 ２，６００ 

４５０ドル以上  ２，９００ 

３年前３部門達成    ＋５００ドル上乗せ 

  年次基金、恒久基金、ポリオプラス寄付の 3つの寄付額が地区目標をクリアしたクラブ 

３年前年次寄付合計 

２万ドル－３万ドル未満  ＋１，０００ドル上乗せ 

３万ドル以上   ＋１，５００ドル上乗せ 

 

例： クラブ人数 40名、年次基金が 7,000 ドルで、一人あたり 175 ドル（地区目標一人あたり 150 ドル）、

ベネファクター１名 1,000 ドル、ポリオプラス 1,500 ドル（地区目標一人あたり 30 ドル）だった場合。 

基礎額 2,000 ドル、３部門達成加算 500 ドル、年次寄付合計加算 0 ドル、合計 2,500 ドル 

 

●クラブ合同プロジェクトの場合は、プライマリークラブの条件に準じます。補助金支給額の上限に上乗

せはありません。 
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●ローターアクトクラブは以下の支給基準になります。 

寄付ゼロ   なし 

総額１５０ドル未満   ５００ドル 

総額１５０ドル以上  １０００ドル 

年次寄付一人あたりが１５０ドルを超える場合はロータリークラブに準じる。 

（参考：国際的な表彰対象はローターアクトクラブ総額１００ドル以上） 

 

●新設クラブについて。 

新設クラブについての上限は年次基金１５０ドル未満と同額  １０００ドル 

新設ローターアクトクラブの上限は総額１５０ドル未満と同額    ５００ドル 

 

●補助金支給の条件と注意点 

1. クラブが主催または共催するプロジェクトで、ロータリアン・ローターアクターが積極的、直接的に参加

するプロジェクトに限ります。 

2. クラブ拠出金の金額はプロジェクト総額の３０％を計上してください。実施時に事業総額が減少した場

合も３０％のクラブ拠出金を維持してください。 

3. プロジェクトの実施は、2026年 8月 1日以降とします。尚、プロジェクトの最終実施日は 2027年 4月

30日までとします。この実施期間以外の費用の支出はできません。 

4. 上記の金額はあくまでも上限を設定した金額ですので、ご自身のクラブの補助金支給の上限金額を

ご確認の上、必要とされる補助金金額を申請してください。 

5. 補助金を使用するプロジェクトを行なう際には、必ず報道機関、クラブ会報、ウェブサイト等で広報をし

てください。 

6. 補助金申請の際には、一旦、ドル換算をしていただき、ドル申請とさせていただきます。その際の換算

レートは、2026 年 4 月のロータリーレートとします。尚、支給に際しては、承認をしたドル金額を申請時

のレートでクラブが指定した口座に振り込みます。枯渇による減額の無い限り申請時と同額になります。 

7. プロジェクト終了後、1か月以内に最終報告書を提出してください。 

8. 「ロータリー財団地区補助金とグローバル補助金の授与と受諾の条件」（参考資料ページ参照）を必

ず遵守してください。また、後述の「2026-27 年度 2750 地区の補助金支給条件の留意点」の支給基

準にも留意してください 

9. 地区補助金の申請は 1 クラブ 1 件とします。但し、クラブ合同プロジェクトでプライマリークラブでは無

いクラブは、別途他の地区補助金申請が可能です。 

 

●申請受付期間は以下の通りとします。 

受付期間:2026年 4月 1日（水）～5月 15日（金） 

※申請期間が 45日間に短縮されました。 
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●オンライン申請時の添付書類は以下の通りとします 

1. 宛先がクラブ名の見積書 

2. 受益者が団体の場合や協力団体がある場合は、その団体の概要が分かる資料（パンフレット等） 

3. 残高が 0円の補助金専用通帳のコピー  

（普通預金口座は２月と８月に利息が入金されますのでご注意ください） 

※オンライン申請については、参考資料ページ参照 

 

●申請書で使用する換算レートは以下の通りとします。 

申請書で使用するドル円換算レートは、2026年 4月のロータリーレートで固定します。 

 

●申請書の審議は以下の通りとします。 

1. 毎月 1回開催される補助金委員会で審議します。 

2. 前年度に地区補助金を申請されたクラブで、審議日までに最終報告書が提出されていないクラブは、

最終報告書が提出された後に承認とします。尚、申請締め切りの 5 月 15 日までに提出されなかった

場合は、取り消しとなりますので、ご注意ください。 

 

●申請後にプロジェクト総額が変更になった場合は、以下の通りとします。 

1. プロジェクト総額の増額については、クラブ拠出金の増額で対応してください。 

2. プロジェクト総額の減額については、クラブ拠出金の減額はできません。補助金を返金します。 

残金が 100 ドル以上の場合は地区に残金全額を返金してください。残金が 100 ドル未満の場合は、 

クラブ会計のニコニコに繰り入れる処理をしてください。 

地区の返金口座が 2025年 7月より変更になりましたのでご注意ください。 

三菱UFJ銀行 五反田支店（店番５３７） 普通預金 口座番号 ０９５７７３３ 

国際ロータリー第２７５０地区 補助金委員長 勝山 宏則 

コクサイロータリーダイニセンナナヒヤクゴジユウチク ホジヨキンイインチヨウ カツヤマ ヒロノリ 

（旧銀行口座 三井住友銀行 渋谷支店 は使用できません） 

 

●プロジェクト内容変更については、以下の通りとします。 

申請後にプロジェクトの内容が大幅に変更になった場合は、原則として変更は認めません。この場合、プ

ロジェクト中止になり、補助金は返金していただきます。返金時の振込手数料は費用計上できます。 

中止の理由と決算を報告していただきます。 

但し、補助金委員会と資金管理委員会が変更の理由を正当と認めた場合を除きます。この場合、変更理

由書（書式自由）の提出が必須となります。 

 

●ロータリー財団が定めたルールにより、以下の目的には地区補助金が適用できません。 

1. 特定の受益者、団体、地域社会に対する継続的、または過度の支援。 

2. 土地、及び建物の購入。 
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3. ファンドレイジング（募金）活動。（募金活動が付随していても良いが、募金活動そのものに補助金を使

用することは不可） 

4. 地区大会、創立記念式典などのロータリー行事に関連する経費。 

5. 人道的活動、または教育的活動に直接関連していない広報。 

ロータリー、地区・クラブの広報や PRが目的のものには地区補助金を利用できません。 

補助金資金を使う活動・経費は、ロータリーの広報目的ではないことをご確認ください。 

6. 1,000 ドルを超えるプロジェクトの標識（ロータリーの盾、ロゴ、ステッカー、看板等）。 

7. 他団体の運営費、管理費、間接プログラム経費。 

8. 受益者や協力団体への使途無指定の寄付。 

→使途指定の現金寄付を行なった場合は、協力団体の情報、購入品や設置場所の写真、購入した全

ての品の領収証のコピーを添付した協力団体からロータリー（ローターアクト)クラブ宛ての領収証が必要。 

9. すでに進行中、または完了した活動と経費。 

10. 受益者から費用を徴収する行事。 

11. ロータリアン、ローターアクター、ロータリークラブ、ローターアクトクラブ、ロータリー関係組織、ロータリ

ーの職員、更にこれらの全ての者の配偶者、直系卑属、直系卑属の配偶者に直接利益をもたらすこと。 

 

●青少年交換学生を支援するプロジェクトを計画する場合の留意点は、以下の通りです。 

1. 補助金対象となる費用 

青少年交換学生の経費（国内旅行、活動費、学用品費等） 

2. 補助金の認められない費用 

青少年交換学生の生活費（食費、小遣い等）、引率するロータリアン・ローターアクターの経費、ホスト

ファミリーに対する支払。 

注意： １）RI第 2750地区では、独自のルールとして、RYLAに対する補助金には適応できません。イン

ターアクトの奉仕プロジェクトのための補助金申請をする場合は、スポンサークラブの申請として

カウントします。 

２）青少年交換学生がロータリアンの直系卑属の場合は適用外となりますので、特にご注意くださ

い。 

 

●青少年（未成年）の、「（距離にかかわらず）宿泊を含む旅行」「（宿泊を含むかどうかにかかわらず）

移動距離が 150マイル（約 241km）以上の旅行」「国境をまたぐ旅行」のいずれかが含まれるプロジ

ェクトがある場合は、ロータリー財団担当部署へ確認が必要なため、別紙「青少年の旅行＿追加の

質問」への回答と提出が必要です。またオンラインセミナーの受講が必須です。 
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2026-2027 年度 

■2750 地区の補助金支給条件の留意点 

１．ロータリー財団の運用ルール変更に伴い、従来と変更になった点、補助金プロジェクトの持続可

能性を強調するロータリー財団の理念により「特定の受益者、団体、地域社会に対する継続的支

援はできません」 

①2年続けて同じ対象には支給できません。 

②プロジェクト内容を変えても同じ対象に対しては、補助金は支給できません。 

③従来認められていた生徒が入れ変わる学校も 2年続けては支給できません。 

④上記の地域社会の範囲は、市町村となります。 

 

２．諸手続きについて 

①協力団体(NPO 法人、行政など)に代金を支払い製品やサービスを購入してもらい受益者に寄贈する

場合、協力団体が製品等を購入した際の領収書写しが必要です。 

②補助金報告書に添付する支払いの証憑は、領収書を基本としますが、請求書と振込記録両方が揃え

ば承認します。 

③プロジェクトのすべての入出金は、補助金専用口座にて行ってください。クラブの他の会計口座と混用 

しないでください。 

④申請時と実施時において、受益者や費用の使途等を変更することはできません。 

 状況の変化等がありましたら事前に補助金委員に相談をお願いします。 

⑤受益者およびプロジェクトに関わる費用の支出先にロータリアン・ローターアクターやその親族・所属す

る団体や会社等が含まれないようにしてください。 

⑥銀行利息が入金された場合は「クラブ拠出金」としてではなく「その他収入」として計上してください。 

⑦予算時に予測できなかった銀行振込手数料については計上可能です。 

申請時に必要な書類 

１．オンライン上の申請書入力項目 

２．受益者が団体の場合や協力団体がある場合、その団体の資料（オンラインファイル添付資料） 

３．見積書（オンラインファイル添付資料） 

４．補助金専用口座の通帳のコピー（表紙と残高ゼロのページ）（オンラインファイル添付資料） 

報告時に必要な書類 

１．オンライン上の報告書入力項目 

２．広報資料等が必要となります（オンラインファイル添付資料） 

例： 新聞記事、受益者ウェブサイトの掲載、寄贈品に貼付のクラブ名プレート、受益者からの感謝状 

    クラブ週報、各種 SNS、 ※リンクではなく PDFにして添付してください。 

３．金銭出納帳（オンラインファイル添付資料） 但し、通帳により明細がわかる場合は不要 

※オンラインの場合、２、３の書類は添付ファイルでアップロードしてください。 

※添付できるファイル形式は、PDF、JPG、PNGのみです。ワード、エクセル、ZIPその他は不可。 
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青少年の旅行を含む活動について 

RI方針とオンラインセミナー受講 

 

参加者の安全を守るため所定の方針に従う必要があります。ロータリー章典 2.120.3. 「青少年の旅行お

よび宿泊」、成人参加者の選考や危機管理等について 2.120.4.「クラブと地区の要件」をご参照ください。  

ロータリー章典 https://my.rotary.org/document/rotary-code-policies 

 

2.120.3. 「青少年の旅行および宿泊」の 2について 

⚫ 青少年参加者は、親または保護者と相談の上、性別アイデンティティやその他のニーズに対応する

ための特別な手配がされていない限り、同年代かつ同性の他の青少年参加者と部屋を共有すること

が求められます。 

⚫ ロータリーは、宿泊中に青少年がベッドを共有することを強く禁止しています。 

青少年は、各生徒参加者の両親または保護者から明示的かつ書面による許可が得られた場合のみ、

同性の他の青少年と同一のベッドで宿泊させることができます。書面による許可が得られていない生

徒については、ロータリーのポリシーに準拠するため、単室（single room）での宿泊施設に滞在しま

す。 

⚫ 青少年参加者は、他の青少年とのみ部屋を共有し、成人の世話役（付き添い）とは共有しないこと。

成人の世話役（付き添い）は、近くの部屋で宿泊し、定期的な確認を行うことが推奨されます。これに

より、プライバシーを確保しつつ安全性を維持できます。（青少年参加者の状況に応じて、成人の世

話役（付き添い）は、両親／保護者と青少年参加者本人の双方の許可を得た場合のみ、青少年参

加者と同じ部屋に滞在することが可能です。） 

 

2.120.4.「クラブと地区の要件」の 3について 

児童学園の職員のみに監督を任せるのではなく、ロータリアンの成人／ボランティアも旅行の監督を行う

べきだと提案します。 

また、未成年参加者と一緒に活動するロータリー会員は、My ROTARYの「青少年の保護」ページ、「ロー

タリー青少年保護の手引き」を確認し、「青少年プログラム参加者の保護」（オンラインコース）を受講して

おくようお願いいたします。 

 

⚫ My ROTARY「青少年の保護」 

 

⚫ ロータリー青少年保護の手引き（PDF） 

 

⚫ 青少年プログラム参加者の保護 

 

※ラーニングセンターでのオンラインコース。My ROTARYへのログインが必要 

https://my.rotary.org/document/rotary-code-policies
https://my.rotary.org/ja/knowledge-and-resources/resources-and-reference/youth-protection
https://my.rotary.org/document/rotary-youth-protection-guide
https://my.rotary.org/learn?deep-link=https%3A//learn.rotary.org/members/learn/course/internal/view/elearning/2207/qing-shao-nianpuroguramu-can-jia-zheno-bao-hu-2024-25
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20  -  年度 地区補助金利用申請について追加の質問 

下記項目についてこの文書への追記をしてご回答を宜しくお願いします。 

 

記入日：  年  月  日 

ロータリークラブ名： 

記入者氏名：  

役職名：  

 

青少年（未成年）の、 

・国境をまたぐ旅行 

・（宿泊を含むかどうかにかかわらず）移動距離が 150マイル（約 241km）以上の旅行 

・（距離にかかわらず）宿泊を含む旅行 

上記いずれかが含まれるプロジェクトでは、旅行について担当部署への確認が必要なため、 

大変恐れ入りますが下記の質問事項へご回答をお願いいたします。 

 

≪質問事項≫ 

1. 青少年参加者の年齢は何歳ですか。  

 

2. 青少年参加者は何名ですか。  

 

3. 世話役（付き添い）となるのは誰ですか。また、何名の成人が世話役を務めますか。  

 

4. 活動の期間はどのくらいですか。  

 

5. 参加者の自宅（地元）から活動の場所へのおおよその距離（km）はどのくらいですか。 

   参加者が地区外および／または国外へ行く場合、どの地区または国に行く予定ですか。  

 

6. 宿泊の形式はどのようなものですか。また、誰が参加者のホストとなりますか。ホストファミリーが手配

される場合、各家庭に何名の参加者が滞在する予定ですか。（ホテル等の施設に滞在するか、ホー

ムステイか／同じ部屋に何名泊まるか／付き添いの大人は同室か別室か、等） 

 

7. 未成年参加者と一緒に活動するロータリー会員は、My ROTARY の「青少年の保護」ページ、「ロー

タリー青少年保護の手引き」を確認し、「青少年プログラム参加者の保護」（オンラインコース）を受講

完了しましたか。 
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オンライン申請書・報告書の作成方法 

システムへのログイン 

オンライン申請及び報告は、下記のサイトにアクセスします。 

https://rid2750.org/trf/ 

 

「補助金委員会-Grants Sub Committee」のページで「2025-26年度 DGオンライン申請システム」をク

リックしてください。 

ログイン画面が表示されます。クラブに配布される ID とパスワードを入力し、ログインします。 

 

 

 

 

 

 

 

新規作成の場合 

「新規作成」ボタンをクリックします。新規作成は１年に１回だけです。 

次回からは申請書の編集／報告書の作成と編集ボタンをクリックして、 

一覧表よりクラブを選択して編集継続をしてください。 

 

ユーザー入力提出日を記入してください。 

 

 

 

 

 

https://rid2750.org/trf/
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グループを選択すると、グループ所属のクラブ名が表示されます。クラブ名を選択すると、担当者名も自

動的に入力されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データを入力します。プロジェクトのための収入合計額、プロジェクト支出合計額及びプロジェクト総予算

（Ｕ＄換算）は、は自動的に計算されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見積書やチェックリスト、資料などの添付ファイルのアップロード 

「ファイルの選択」ボタンをクリックし、 添付するファイルを一つ選択します。複数選択はできません。 
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ファイルを選択するとファイル名が表示されますので、「保存」をクリックしてください。 

アップロードされると、画面最下部に表示されます。 

複数ファイルを添付するにはこの作業を繰り返してください。 

 

申請書の提出 

入力が終了したら、「提出」を選択します。 

すべての入力が終了したら、画面上に戻り「保存」ボタンをクリックし、「閉じる」をクリックします。これで申

請が完了します。 

 

 

 

 

 

再編集と報告書作成 
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既に入力・登録したものは一覧表にデータが表示されます。 

修正する場合は、保存されている入力データを選択して「編集/開く」ボタンをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      ↓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      ↓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※報告書は、申請書の後にあります。「編集/開く」ボタンで編集モードにして入力してください。 

※報告書の承認は表示がありません。「クラブ様と担当委員のやりとり」欄に承認日を記載します。 
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2026-27 年度 

■グローバル補助金支給基準 

補助金委員会には、グローバル補助金の専門チームを配置しています。 

グローバル補助金を申請される際には、このグローバル補助金専門チームに必ず DDF の申請をする前

に連絡をとり、事前の打ち合わせをしてください。当地区専用の「DDF 申請フォーム」が第２７５０地区ウェ

ブサイトよりダウンロードできます。グローバル補助金担当者は、プロジェクトの立案、資金計画、申請書

の作成方法等のアドバイスをさせていただきます。 

グローバル補助金の利用申請件数の急増のため、昨年度はGG原資が枯渇しました。そのため、長期間

変更のなかったグローバル支給基準を大幅に変更しました。 

 

●次の 3つの項目のいずれかに該当するクラブは、補助金支給の対象外とします。 

１．３年前の年次基金への一人あたりの平均寄付額が０だったクラブ 

２．2026-27年度の補助金管理セミナーを欠席したクラブ 

３．地区とのMOUを締結していないクラブ 

 

●グローバル補助金の対象となるプログラムの条件 

１．７重点分野の一つ以上に関連しているプロジェクトであること 

１）平和構築と紛争予防 

２）疾病予防と治療 

３）水と衛生 

４）母子の健康 

５）基本的教育と識字率向上 

６）地域社会の経済発展 

７）環境の保全 

2. 持続可能なプロジェクトであること 

補助金終了後も地域社会の人々が自力でニーズに取り組めるよう支援することによって長期的な解決

策をもたらすこと 

3. 測定可能なプロジェクトであること 

評価に用いる基本データを記録し、少なくとも 3 年間どのような変化がもたらされたかを具体的に示せ

るようにすること 

4. プロジェクト終了後 2 ヶ月以内に最終報告書を提出すること 

5. 中間報告をすること 

プロジェクト期間は 1 年以上でも問題ないが、12 ヶ月毎に中間報告書を提出する必要があります。（補

助金の支払日を起算として 12 ヶ月以内に提出する） 
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6. 「ロータリー財団地区補助金とグローバル補助金授与と受諾の条件」を遵守すること 

7. プロジェクト総額が 30,000 ドル以上であること 

 

●補助金について 

グローバル補助金は WF（国際財団活動資金）と DDF（地区活動資金）からの補助金の両方から受け取

ることができます。 

ロータリー財団からの補助金（WF国際財団活動資金） 

それぞれの地区からの DDF に対しては 80%の割合で支給されます。WF の最高授与額は 400,000 ド

ルです。WFの最低授与額は廃止されました。尚、プロジェクト実施国側の最低拠出金に関する制約はあ

りません。 

 

地区活動資金(DDF）からの補助金 

グローバル補助金にはロータリー財団からの補助金（WF）だけでなく、地区の DDF からグローバル補助

金用の予算も使うことができます。申請はまず、地区補助金委員会に連絡し、オンライン申請入力後、

PDF化して補助金委員会宛てに提出してください。また、可能な限り見積書のコピーを添付して下さい。 

注:クラブから提出された DDF からの補助金申請が補助金委員会で承認されていない場合は、本申請

の承認ができませんので、ご注意ください。 

申請受付期間 2026年 3月 1日から 2027年 1月 31日 

※年度ごとに申請条件が変わる可能性があります。申請書（ドラフト）作成はいつでも行えます。 

 

支給額 

RI 第 2750 地区内のクラブがプライマリースポンサー（インターナショナルスポンサー又はホストスポンサ

ー）になるプロジェクトの場合は、各プロジェクトへの DDF 交付額はクラブの拠出金の最大５倍となります。 

１件につき 15,000 ドルを上限としますが合同プロジェクト等プロジェクト内容、規模によっては上限を上回

る（上限は 25,000 ドル）場合もあります。また、地区内のクラブがプライマリースポンサー以外の協力クラ

ブ（協同提唱者）としてプロジェクトに参加する場合は、DDF はクラブ拠出金１倍まで（上限は 10,000 ド

ル）となります。 

 

●グローバル補助金の申請について 

地区DDFを使用する場合は、DDF利用申請書を提出し確認をもらってから、マイロータリーの補助金セ

ンターでオンライン申請します。GG申請書（ドラフト）を作成したら PDFで出力して補助金委員会に提出

して下さい。オンライン申請はクラブのプロジェクト担当者が直接入力する必要があります（補助金委員会

での入力代行はできません。但し入力方法のアドバイスは致します）。DDF 使用の場合はガバナー、地

区ロータリー財団委員長の署名（チェック）が必要です。 
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●グローバル補助金の申請の際に現地調査が義務付けられました。 

2018年 7月 1日より、グローバル補助金の申請には、現地調査を行なうことが義務付けられました。この

現地調査を行なうことによって、プロジェクトを行なう際に最も重要なニーズを知る必要があります。この現

地調査は、実施国側のロータリークラブでも援助国側のロータリークラブでも、どちらが行なっても構いま

せん。基本的には、経費の関係からも実施国側のロータリークラブに行なっていただく方が良いかと思い

ます。 

この現地調査の方法として、「フォーラム（住民会合）の開催」「アンケート調査の実施」「インタビュー調査

の実施」「フォーカスグループ（座談会）の開催」「地域リソース調査の実施」「マッピング調査の実施」の 6

つの方法があります。数人の地元関係者と話をするだけでは、地域社会のニーズを理解することができま

せん。しっかりとした調査を是非行なってください。 

「現地調査の方法」並びに、調査結果の報告用の「地域社会調査の結果フォーム」につきましては、地区

ロータリー財団委員会のホームページ（https://rid2750org/trf/）でご確認ください。 

 

●申請受付期間の中断  

2026 年 3 月 1 日から随時申請可能となります。第２７５０地区の DDF が枯渇した場合、ロータリー財団

のWFがなくなった場合は受付終了となります。 

 

●グローバル補助金のながれ 

申請（地区 DDFを使用する場合は補助金委員会の承認が必要です） 

①補助金委員会に相談 

②補助金委員会に DDF利用申請書を提出 

③マイロータリーで GG申請書（ドラフト）を作成する。これを PDFファイルにして提出 

④地区補助金委員会で DDFの使用承認 

(地区 DDFを使用する場合はガバナー、地区ロータリー財団委員長が署名を行う） 

⑤ロータリー財団本部の職員が申請内容を確認 

（不足資料がある場合はロータリー財団職員より直接プロジェクト担当者に連絡があります） 

⑥ロータリー財団本部の承認 

（提唱者に承認の通知、支払方法の連絡があります） 

※ロータリー財団本部が申請に必要な情報を受理した時点から承認まで約 4週間かかります。 

 尚、申請後 6 ヶ月以内に承認されない場合、申請は取り消されます。 

④以降は提唱者（クラブ）とロータリー財団本部の直接のやり取りとなります。 

 

支払 

①提唱者が銀行口座情報を提出、同意書に署名、クラブ拠出分を支払う。 

②ロータリー財団本部からの補助金の支払い。 

※ロータリー財団本部が銀行口座情報、署名済みの契約書、クラブ／地区からの拠出分を受理した    

時点から補助金の支払まで約 2～4週間かかります。 
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報告 

①提唱者がプロジェクト終了迄 12 ヶ月毎にオンラインで中間報告書を提出。最終報告書はプロジェ

クト終了後 2 ヶ月以内。 

②ロータリー財団本部職員が内容を確認（不足情報があればロータリー財団職員より直接プロジェク

ト担当者に連絡があります） 

③適切な最終報告書が受理された時点で補助金プロジェクトが終了となります。（プロジェクト完了の

連絡が提唱者に送付されます） 

 

●その他の注意事項 

①クラブは同時に１件のプロジェクトのプライマリースポンサー（代表協同提唱者）になることができま

す。プロジェクトが終結（最終報告書が TRFに受理された後）すればカウントの対象外です。また、

プライマリースポンサー以外（協同提唱者）の場合は 2件までです。ただし、ロータリー財団奨学生

のスポンサークラブになる場合はカウントしません。 

②補助金はプロジェクト毎に専用口座を開設し管理する必要があります。（無利息型の口座を推奨、

残高をゼロにすることにより再利用は可能）補助金の受領や業者への支払い等、全て当該口座より

行って頂きます。補助金の使用が終了した後、通帳は 10年間保存する必要があります。 

③グローバル補助金の総予算額は３０，０００ドル以上になります。この最低支給限度額に満たない場

合は対象外になります。なお、WFからの支給額の上限は４００，０００ドルです。 

④グローバル補助金では、評価に用いる基本データを記録し、少なくとも 3年間どのような変化がも

たらされたかを具体的に調査をしなければなりません。ロータリー財団からの監査が入る場合があり

ますので、プロジェクト終了後 3年間の調査結果を必ずクラブで保管してください。 

 

●グローバル補助金の構成の例 

（情報研究会 ロータリー財団ハンドブックより） 
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●DDF申請書 （エクセル形式） 

 

 

第 2750地区ウェブサイト ロータリー財団委員会ページ よりダウンロード可能。 

https://rid2750.org/trf/ 
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奨学・学友・ＶＴＴ委員会 

この委員会は３つの仕事を行なっています。 

一つ目は、ロータリー財団のグローバル補助 

金を利用した奨学生を募集、選考、送り出し 

の仕事です。二つ目は、その奨学生が帰国後 

に所属する学友会をサポートする仕事です。 

そして三つ目は、VTT（職業研修チーム）の受 

入れや送り出しです。募集から終了まで長期 

にわたり、また、米国のロータリー財団本部 

との手続きやスポンサーとなるロータリーク 

ラブとの調整があるため、専門的な知識が 

必要です。 
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国際ロータリー第 2750地区グローバル補助金ロータリー財団奨学金 

 

1) 対象 

奨学金受給者を「国際ロータリー第 2750地区ロータリー財団グローバル補助金奨学生」と称し、資金に

グローバル補助金を利用します。グローバル補助金の要件として分野を 7つの重点分野に限ります。 

 

2) 奨学生の募集、資格、申請 

＜学研分野＞奨学金受給資格者は研究内容が 7 つの重点分野に一致する者に限られます。旧国際親

善奨学生プログラムのように芸術や文学、音楽など重点分野以外で留学する方を支援するには地区補

助金を利用してクラブ独自で輩出することが可能です。ここではグローバル補助金を利用するプログラム

に絞って説明します。 

＜支援期間＞奨学金は、大学院又は大学院相当レベルの 1 学年度に対して支給します。利用期間は 1

～4学年度までです。 

＜使途＞奨学金には、授業料、旅費、生活費、その他ロータリー財団承認の教育関連の費用が含まれま

すが承認前に支出した経費には奨学金を充てることができません。 

＜資格＞有資格者は、第 2750 地区に本籍・在住・在勤・在学のいずれかに該当する方です。応募は近

隣のロータリークラブ又はガバナー事務所宛に申込みます。年齢、性別、配偶者の有無など属性による

制限はありません。 

＜応募＞応募期間は 7月 1日～9月 30日です。 

＜選考＞11 月初旬から中旬に奨学委員会による一次選考会、１２月に当地区ガバナーエレクトによる二

次選考会を行います。二次選考合格者はガバナー承認を受けたとみなし、第 2750 地区ロータリー奨学

生候補者となります。候補者はロータリー財団本部(TRF)の審査を受け、審査に通ると正式にロータリー

奨学生として承認されます。 

＜推薦＞クラブ推薦の奨学生候補は推薦したクラブが国際スポンサークラブとなり、推薦のない奨学生

候補は当委員会が候補者所在地域のクラブに受け入れを依頼します。 

＜クラブ拠出金＞クラブ招待費や奨学生名刺製作費等を除き、クラブの拠出金はありません。 

＜申請過程＞・2 月～4 月に当地区内のクラブを国際スポンサークラブとして選定、また留学先大学院の

所在地区のクラブをホストスポンサークラブに選定します。スポンサークラブは会員より 3 名の委員を選任

します。 

・スポンサークラブ及び委員選任後、MyRotary ウェブサイトのオンライン申請でグローバル補助金申請書

を作成します。（奨学委員がサポートします。）詳しくは地区財団委員会のホームページをご参照下さい。 

・国際スポンサークラブ、ホストスポンサークラブは奨学生をロータリーファミリーとして迎え入れ、例会出

席や卓話、地区大会時に交流し、支援します。 

・＜修学後＞第 2750地区学友会に会員登録し、ロータリーファミリーとして活動を続けます。 
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3) 募集人数と奨学金の額 

・奨学生の募集人数は年度によって異なりますが、概ね 4～5名、うち PBGは 1名程度です。 

・留学年数を問わず、額は一律 40,000 ドルです。 

・奨学金の予算は地区 DDF より 22,223米ドル、WFより 17,777米ドルの内訳で、計 40,000米ドルです。 
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佐原 希林さん 

東京都出身。横浜国立大学卒。在学中は、外

務省認可の難民支援協会や国連難民高等弁

務官事務所（UNHCR）などでインターンを

行い、難民申請者を支援する活動に従事しま

した。修士課程では「貧困削減・社会的格差

是正」をテーマに研究する予定です。 

 

名村 穣司さん 

オーストラリア生まれ、14 歳までラオス育

ち。関西学院大学卒。在学中は学生団体を率

いてラオスの学校を支援し、会員数を７倍に

増やしました。修士課程では「グローバルサ

ウスや貧困地域で参加型開発の手法や、

その中でのイノベーションの活用方法」

をテーマに研究する予定です。 

 

米倉 彩乃さん 

千葉県出身。筑波大学卒。在学中はホロコ

ースト教育資料センターでインターンシ

ップを行い、勤務先では外国人難民の社

会差別のない公平な採用活動を支援して

きました。互いの違いへの不寛容から生

まれる人種差別の解決をテーマに研究す

る予定です。 

 

内山 瑞貴さん 

東京都出身。大阪大学卒。日本のテレビ局

の国際報道部でジャーナリストとして勤

務。諸外国の紛争や難民支援の状況を伝

え、人道支援の必要性を訴えてきました。

公正なメディアの能力開発に取り組み、

紛争後の社会の再建や紛争予防に貢献し

たいと考えています。 
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 鈴木 りゆかさん 

鈴木りゆかさんは東京都出身。国際基督教大

学にてジェンダー・セクシュアリティ研究を

主専攻、政治学を副専攻として学び、在学中

は「女性・平和・安全保障（WPS）」の観点

から、平和構築とジェンダー平等の関係を研

究してきました。今後はエディンバラ大学大

学院に進学し、政治学・国際関係論を基盤に、

アジア諸国における平和構築プロセスへの

実践的貢献を目指した研究に取り組む予定

です。 

 

今井 響大さん 

今井響大さんは神奈川県葉山町出身。東

京学芸大学教育学部にて数学教育を専攻

し、在学中は社会的構成主義に基づく、

生徒が主体的に学ぶ数学授業のデザイン

と実践を研究しました。今後はブリスト

ル大学大学院に進学し、より多様な文化

的背景を踏まえた教育実践や学習理論に

ついて研究を深め、基礎教育とリテラシ

ーの向上に貢献することを目指していま

す。 

。 

清元 佑紀さん 

清元佑紀さんは兵庫県姫路市出身。大阪

大学医学部を卒業後、長崎大学にて熱帯

医学の修士課程を修了し、在学中は全国

データベースを用いた熱中症警戒アラー

トの有効性評価を研究しました。今後は

ジョージ・ワシントン大学公衆衛生大学

院の環境健康学博士課程に進学し、気候

変動が公衆衛生に及ぼす影響を環境疫学

の観点から分析する研究に取り組む予定

です。 

 

鈴木 良さん 

鈴木良さんは東京都出身。東京農工大学

にて獣医学を専攻し、在学中は人獣共通

感染症を中心とした公衆衛生分野に関心

を持って学びました。顧みられない熱帯

病を含む感染症の疫学的研究に取り組ん

でいます。今後はクインズランド大学大

学院に進学し、発展途上国における人獣

共通感染症対策を強化し、地球規模の公

衆衛生向上に貢献することを目指してい

ます。 
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堤 万里子さん 

堤万里子さんは東京都出身。立教大学グロー

バルリベラルアーツプログラム（シティズン

シップ専攻）で学び、在学中は人道援助と開

発援助の連携を通じた難民の自立支援を研

究してきました。今後はロンドン・スクール・

オブ・エコノミクスの大学院に進学し、紛争

予防と平和構築の観点から、難民問題の長期

化を解決する実践的枠組みの研究を目指し

ています。 

 

 

田中 祐太郎さん 

田中祐太郎さんは兵庫県三田市出身。京都大

学大学院地球環境学舎にて地球環境学を専

攻し、在学中はカメルーン農村でのフィール

ドワークを通じ、住民の生業戦略や森林の非

木材林産物がもたらす価値を研究しました。

今後はオックスフォード大学の修士課程に

進学し、生物多様性保全や気候変動対策を軸

に、自然環境と人間社会の共存を実現するた

めの研究に取り組む予定です。 
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VTT（Vocational Training Team; 職業訓練チーム） 

 

1） VTT とは？ 

専門職業人のグループが海外に赴いてスキルや知識を学んだり、現地の専門職業人にスキルや知識を

提供したりするプログラムで 2010 年にスタートしました。指導者チームを派遣することも、研修生チーム

を派遣することもできます。 

地区補助金を利用してクラブ単位で行なうことも、グローバル補助金を利用して地区単位で行うことも可

能ですがここではグローバル補助金を利用して地区単位で行う場合について説明します。 

 

2） グローバル補助金を利用した VTT 

・地区で実施を決定します。 

・グローバル補助金活用の要件として目的が 7つの重点分野に一致するものに限ります。 

・海外で技術を習得したり、人々を指導したりする目的で専門職業人の職業研修チームを受け入れ、また

は送り出します。チーム編成は目的に沿っていればよく、職業は混成でかまいません。 

・チームは、該当する重点分野において最低 2 年の職歴を有する 2 名以上のメンバー（ロータリアンであ

るなしを問いません）と、重点分野に関する専門知識、国際経験、一般的なロータリーの知識を有するロ

ータリアンのチームリーダー1名で構成します。 

・参加者の年齢、性別、配偶者の有無など属性による制限はありません。 

 

3） 実施例（2016-17年度に実施したカンボジア教師育成支援） 

2016-17 年度に当地区で初めての VTT プロジェクトを行ないました。 

「カンボジア教師育成支援プロジェクト」を VTT プロジェクトとして実施し、カンボジアの小学校教員養成

校に日本のベテラン教師を派遣し、カンボジア人の教師に授業の仕方を

教えました。 

並行して圧倒的に不足している理科の実験用器材等の教育資材の寄贈も

行ない、現地で盛大に贈呈式を行いました。 

2019-20年は地区内 24 クラブによる合同プロジェクトとなりました。 
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4） 実施例（2025-26年度に実施した台湾へき地医療従事者定着支援） 

2025-26 年度に台北の姉妹地区 RID3481の要請で VTT プロジェクトの実施を支援しました。 

「台湾 VTT：部落之星プロジェクト」では台湾のへき地医療に携わる教育者・研究者による研修生グルー

プが日本のへき地医療制度について（公社）地域医療振興協会、神戸大学大学院医学研究科などで

学び、日台へき地医療制度比較としてまとめて台湾のへき地医療制度改革を提言しました。内容を台湾

の医療関係者向けシンポジウムで発信しています。 
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ポリオプラス委員会 

ポリオプラス委員会の任務は、ポリオの現状

に関する情報を的確にクラブにお届けすると

ともに、ポリオプラスへの寄付をお願いする

にあたって、寄付を集めていただくためのヒ

ントをクラブにご提供して行きます。また、各

クラブの主催されるポリオ根絶チャリティーイ

ベントを支援、協力させていただきます。 
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ポリオプラスとは？ 

当初はポリオと共にはしか、ジフテリア、結核、百日咳、破傷風の五つをプラスしてプログラムを設けま

したが、現在では世界的なポリオ根絶活動がもたらした遺産のことを指します。1985 年にポリオプラス・プ

ログラムを開始して以来、ロータリーはポリオ根絶を最優先項目にして来ました。1988 年には 125 カ国で

35 万人以上の発症が確認されていましたが、以来 25 億人以上の子どもたちにポリオワクチン接種を行

い、発症数は 99.9%減少しています。 

ポリオとは？ 

急性灰白髄炎（脊髄性小児麻痺）のことで、ポリオ・ウィルスによって、人から人へ伝染する病です。動

物や昆虫を介することはありません。ですから、ポリオは根絶することができるのです。ポリオ・ウィルスに

は１・２・３型の３つのタイプがあります。2015年に 2型が根絶され、2019年には 3型も根絶が認定されま

した。残るは 1型のみとなっています。 

現在のポリオ発症の現状は以下の通りです。 

１）2020 年 8 月に WHO がナイジェリアに対しポリオ根絶を宣言しました。残るポリオ常在国はパキスタ

ン、アフガニスタンの２カ国になりました。コロナ禍ではありますが、ワクチン接種率を上げ、集団免疫を

維持することが大切です。 

２）2022 年 2 月にアフリカのマラウィで 3 歳の女児がポリオを発症したとの報告が入りました。2021 年 11

月に麻痺症状が出ていたとのことで、ウィルスの解析の結果、パキスタン由来の外来株とされ、これによ

るアフリカのポリオ根絶の認定には影響を与えません。 

その後、3月から 11月までにモザンビークでは 8件の発症例が確認されておりますがこちらもパキスタ

ン由来の外来株とされ、野生株とはなっていない為、今の時点では常在国はアフガニスタン、パキスタ

ンの 2 カ国のままです。ここで手を緩めると水の泡になってしまいます。ポリオ根絶まで気を抜かず、寄

付を通じて貢献していきましょう。 

３）2022 年 7月アメリカ、ニューヨーク州で 1 名のポリオ発症例が報告されました。こちらの発症例はセー

ビン 2 型ポリオ・ウィルス（経口生ワクチン由来のポリオ・ウィルス）であると特定されています。こちらと同

じ型のウィルスは 3 月にイスラエルで 6 月にイギリス・ロンドンでも下水から検出されています。日本で

はワクチン接種率 97％と言われ、集団免疫は獲得されておりますが、現在の国と国とが近づいた世界

ではポリオも「対岸の火事」ではなく、いつ我が国に持ち込まれるか分からない状況です。一刻も早くポ

リオが根絶されることが望まれます。 

４）2024 年、イスラエルとイスラム原理主義組織ハマスとの戦闘が続くパレスチナのガザ地区でポリオ 

（小児まひ）の発症者が 25 年ぶりに確認されました。現地では、9/1（日）からWHO の勧告を受けて 

ワクチン接種のため初めての停戦となり、10 月には 2 回目の緊急のワクチン接種が行われました。接 

種の対象となるのは、10 歳未満の約 64 万人の子ども達です。世界ではワクチン投与がそれほど喫 

緊の課題なのです。 

5）2024年のポリオ罹患者数はアフガニスタン 25名、パキスタン７４名の合計９９名でしたが、202５年 

のポリオ罹患者は12 月末日時点でアフガニスタン９名、パキスタン30名の合計３９名となっています。 

24年に増えたのは諸説あり、ワクチン接種率が低くなり集団免疫が落ちたことと、コロナ禍から経済が 

立ち直り、再び人流がコロナ禍前の水準に戻ってきたことが挙げられますが、その後罹患者は落ち着 
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いております。ただしアフガニスタンもパキスタンも政情が不安定な為に感染者数を正確に掴めないの 

が実情です。つまり公表された数よりは多いと考えて、引き続きサーベイランス（監視）とワクチン接種率 

を上げ、ポリオ罹患者数を下げることが大切です。ポリオが根絶される日は本当にすぐそこまで来 

ております。困難な状況下、現地で懸命に活動をしているポリオワクチン接種ワーカーの活動をご理解 

いただき今だからこそできるご支援をお願いします。 

ロータリアンとしてのポリオに対する取り組みは以下の通りです。 

ポリオ根絶は、ロータリーが掲げる最優先事項です。このポリオを地球上から無くすことはロータリーが

世界中の子どもたちと交わした大切な「約束」です。ポリオ根絶まで、あと一歩（Final Inch）まで来ていま

す。ポリオのない世界を成し遂げるまで、ロータリアンの皆様のあたたかいご支援を心よりお願い致します。 

寄付をすることに加え、ポリオ常在国や再発のリスクの高い国でワクチン投与の活動をするロータリアン

もいます。日本ではクラブや地区の壁を超えて、毎年多くのロータリアンがインドでのワクチン投与活動に

参加しており、一部パキスタンでの活動も始めています。 

ご興味のある方は地区ポリオプラス委員会までご連絡ください。 

2026-27年度の RI第 2750地区の取り組みは以下の通りです。 

１）2750地区のポリオ寄付について 

2750 地区のポリオ寄付目標は 1 人 30 ドルです。この浄財でポリオ常在国やアフリカ地域等のサーベ

イランス活動の資金になります。クラブ目標の達成をお願い致します。 

２）ポリオ根絶支援企業の募集 

毎年 8 月-11 月にポリオ根絶支援企業の募集をしています。ご登録頂けるとご寄付頂いた金額を個

人のお名前でロータリー財団へ送金させて頂きます。また感謝状、ピンバッチ、地区大会等で企業名

の発表を行わせて頂きます。2024-25 年度の実績は、61 社 70 口の合計 3,500,000 円の浄財を頂

きました。支援して頂いた皆さま、誠にありがとうございました。今年度も奮ってご協力をお願い致します。 

３）チャリティーイベントへの協力 

今年度も世界ポリオデーに事業の開催を予定しています。また恒例のポリオ根絶チャリティーゴルフも 

開催を予定しております。ぜひご参加ください。昨年度は、田中靖ガバナー主催で 2025年 10日 17 

日の金曜日に END POLIO NOWファンドレイジングパーティーが、東京都千代田区のパレスホテル 

東京で盛大に行われました。ポリオ根絶についての正しい知識を共有する中、チャリティーオークショ 

ンでは 100万円を超える寄付が集まり、参加費からの寄付も含めて多くの浄財がポリオ根絶のために 

寄付されました。2025-26年度の田中ガバナーは、地区推進事項として「ポリオ根絶、環境、平和に 

関わる活動の支援」を掲げられており、このパーティーもその一環として開催されました。 

その他、10月 20日から 24日をポリオウィークとして地区内各クラブで様々なポリオ根絶のための 

チャリティーコンサートや啓蒙プログラムが開催されました。 

特に 10月 5日には味の素スタジアムに於いて、田中ガバナーを含めた財団委員会メンバー１３名 

で 6時間耐久レース「TOKYO ROKUTAI FES 2025」に参加。全員が END POLIOの赤い Tシャ

ツを着用してリレーをし、ポリオ根絶とロータリーの公共イメージを上げる事が出来たと思います。結果

は 5時間 58分 12秒で 62キロを走り、136位／151組中でした。 

 



 

 

60 

 

４）メールマガジン「ポリオプラス通信〜ポリオのない世界へ」の登録のお願い 

2020 年 7 月より、ポリオプラス委員会でメールマガジンを毎月 15 日に発行しています。ポリオ根絶の

最新状況や、それにまつわるコラムをお届けしています。ロータリアンだけでなく、ポリオ根絶に関心が

ある方たちに登録をお願いしています。下記 QR コードをスマートフォンで読み込んで頂くか、URL を

打ち込んで頂ければ登録画面に行きますので、ご登録をお願い致します。 

https://www.mag2.com/m/0001692155          

 

 

2025年 10月１７日金曜日 END POLIO NOWファンドレイジングパーティーの様子 

 

2025年 10月 5 日日曜日 6時間耐久レース「TOKYO ROKUTAI FES 2025」の様子 

 
 

2025年 9 月 18 日木曜日 ポリオ根絶チャリティーゴルフの様子 

 

https://www.mag2.com/m/0001692155
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ロータリー平和フェローシップ委員会 
Rotary Peace Fellowships subcommittee 

私たちの委員会は、当地区が世界に８つある

ロータリー平和センターの一つである ICU（国

際基督教大学）の所在地であることから、近隣

の７つの地区で構成されているホストエリア

連絡協議会の運営に協力し、各種セミナーの

開催や来日フェローのお世話などを行なって

います。また、このプログラムの認知度がまだ

低いことから、広報活動にも力を入れていま

す。更に、 日本から派遣するフェローの募集、

選考の仕事も行っています。 
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ロータリー平和フェローシップとは 

① このプログラムは、ポール・ハリス没後 50 周年を記念し創設されたポリオ根絶に次ぐ重要なプログラ

ムです。当初はロータリーによる平和大学設立構想でした。 

 

②世界平和と開発の担い手となる人材を育て、平和推進者の世界的ネットワークを築く事を目的とした奨

学金（平和フェロー）プログラムです。 

 

③世界には「修士号取得プログラム」を学ぶ 6 つのロータリー平和センター（6 校の提携大学）と、２校の

「専門能力開発修了証プログラム」提携大学があります。 

・毎年 130名が世界中から競争選考されています。（修士号 50名、専門能力 80名） 

 

④その 1つが三鷹の国際基督教大学にあります。 

・日本では近隣 7地区（ホストエリア）で協力して援助しています。 

 

⑤この素晴らしいプログラムを日本中に認知頂き、優秀な日本人を世界に送り出しましょう！ 
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●提携大学とプログラム 

奨学金プログラム 修士号取得プログラム 専門能力開発修了証取得プログラム 

目的 明日のリーダーを育成 今日のリーダーを強化 

期間 15〜24カ月（大学により異なる） 1年間（オンライン学習期間含む） 

ロータリー 

平和センターの数 
6 2 

 

 

提携大学 

デューク大学 

ノースカロライナ大学

国際基督教大学 

ブラッドフォード大学

クイーンズランド大学

ウプサラ大学 

 

マケレレ大学 

※マケレレ大学の候補者はこの地域の出身者

がこの地域で活動している者に限る 

バーチェヒシル大学  

 

フェローシップ受領者数 
毎年 50 人 

（各平和センターに 10 人まで） 
毎年80人（各センター20名×2） 

実地研修 夏季休暇中、2 〜 3 カ月の実践的

なインターンシップ 

実地研修を含む10週間の現地研修 

 

●平和センター卒業者の進路 

ロータリー平和センターは平和構築に力

を入れるロータリアンの支援を受けて、大

きな成果を挙げてきました。2002 年に創

設されて以来、1,800 人以上のフェロー

を輩出し、現在さまざまな機関・団体の要

職に就いて、平和をめざす任務に取り組

んでいます。 

卒業したフェローのうち、日本の地区から

海外に派遣した平和フェローの数は、39

名に過ぎません。（2025年 12月現在） 

1人でも多く、日本人の平和フェローを海

外の平和センターへ送り出すことが我々

の使命だと考えます。また当地区にあり

ますＩＣＵ平和センターを卒業した平和フ 

ェローは 159名（第 19期生まで）です。 
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● 申請資格と選考基準 

申請者は、以下を備えていなければなりません 

・英語に堪能であること 

・学士号を取得していること 

・異文化間の理解と平和への強いコミットメントがあること 

・優れたリーダーシップスキルを実証していること 

・関連分野において少なくとも３年間のフルタイムの職歴を有していること（修士課程プログラム） 

・関連分野において５年間のフルタイムの職歴を有していることが望まれる（専門能力開発修了証プログ

ラム） 

・平和推進のための自分の計画がどのようにロータリーの使命と合致するかについて説明できること（専門

能力開発修了証プログラム） 

・マケレレ大学平和センターの候補者は、この地域出身者かこの地域で活動し、アフリカでの仕事経験が

ある者でなければならない 

・申請はロータリークラブを通じ全てウェブサイト経由で行われ、世界審査によってフェローが選出されま

す。 

申請はロータリーのウェブサイト（www.rotary.org）をご覧下さい。 

 

● 申請過程の流れ 

・rotary.org/ja/peace-fellowshipsで申請資格を確認（申請は 2月に受付開始） 

・各ロータリー平和センターのカリキュラム・プログラムを確認（修士号プログラムは第 1・2 希望の平和セン

ター、修了証プログラムは 1つの平和センターを選ぶ） 

・地元クラブまたは地区と連絡を取り、 申請手続（面接、推薦を含む）を確認 

・地元のクラブをクラブ所在地検索で探し、ロータリーの活動に参加 

・オンライン申請書に必要事項を入力し、5月 15日までに地区に提出 

・地区は、申請書の推薦を 7月 1日までにロータリー財団に提出（ロータリー財団による選考の結果は 11

月に通知） 

・選出された平和フェローは、別途、提携大学に入学申請を提出 
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現在 2750地区が担当している平和フェローとそのカウンセラー 
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資料 

●Webサイト（Website） 
国際ロータリーホームページ（MyRotary） 
Rotary International Website (MyRotary) 

https://www.rotary.org 

 

国際ロータリー第 2750 地区ホームページ 

RID2750.Website 

https://www.rid2750.org 

 

国際ロータリー第 2750 地区ロータリー財団委員会ホームページ 

RID2750.the.Rotary Foundation Committee Website 

https://rid2750.org/trf 

 

●参考資料 
クラブと地区の間で取り交わす 覚書（和文） 

 

 

ロータリー財団 地区補助金 授与と受託の条件（和文） 
 

 

ロータリー財団 グローバル補助金 授与と受託の条件（和文） 
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提 出 用 
承認と同意 

別紙の覚書（MOU）は、クラブと地区の間に交わされる同意書であり、補助金活動の適切な

管理と財団補助金資金の適切な管理を行うための措置をクラブが取ることを認めるものであ

る。この文書を承諾することにより、クラブは、別紙の覚書（MOU）に記載されたすべての

条件と要件（1.クラブの参加資格、2．クラブの役員の責務、3．財務管理計画、4．銀行口座

に関する要件、5．補助金資金の使用に関する報告、6．書類の保管、7．補助金資金の不正使

用に関する報告）に従うことに同意する。 

 

                グループ 

 

                （ロータリー/ローターアクト）クラブを代表し、下記

署名人は、2026‐27 ロータリー年度、別紙の覚書（MOU）に記載されたすべての条件と要

件に従い、これらの要件に関してクラブの方針や手続きに変更や修正があった場合には、国

際ロータリー第 2750 地区に通知することに同意する。 

 

2026-27 年度クラブ会長 

氏 名  

 

署 名 

 

 

日 付 年    月    日 

 

2027-28 年度クラブ会長 

氏 名  

 

署 名 

 

 

日 付 年    月    日 

 

※原本を以下に郵送（各クラブで控コピーを保管。郵送の場合はメール送信不要） 

   郵送先：国際ロータリー第 2750地区 ガバナー事務所宛 

     〒105-0011 東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 3階 

※郵送する代わりに PDFファイルを 2750mou@gmail.com 宛に提出することも可 

mailto:2750mou@gmail.com
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ロータリー財団 地区補助金 授与と受諾の条件  

地区補助金は、地元や世界各地の地域社会のニーズに取り組むための、比較的規模の小さい、短

期的な活動を支援する。これらの活動は、ロータリー会員が、人びとの健康状態を改善し、質の

高い教育を提供し、環境保護に取り組み、貧困をなくすことを通じて、世界理解、親善、平和を

達成できるよう支援するというロータリー財団の使命に沿うものである。地区補助金でどの活動

を支援するかは、地区が決定する。  

ロータリー財団は、内容をより明確にし、方針の変更を反映させるために、この授与と受諾の条

件をいつでも修正することができる。2025 年 9 月の変更には以下が含まれる：  

 -ロータリーの青少年保護方針へのリンクを更新（セクション 1「受領資格のある活動」を参 

  照）  

 -補助金を利用した物品の販売収益は、地区、ロータリークラブ、ローターアクトクラブ、また  

  はそれらの会員に利益をもたらしてはならないことを明確化（セクション 2「2. 受領資格のな 

  い活動および支出」を参照）  

 -協力団体の定義の更新およびその義務を明確化（セクション 4「協力団体」を参照）  

 -国際ロータリー・トラベルサービスへの言及を削除（セクション 5「旅行方針」を参照）  

 -地区財団への補助金の支払いに関する言及を削除（セクション 7「支払い」を参照）  

 -最終報告書の提出期限を明確化（セクション 8「報告要件」を参照）  

 -イタリアのロータリー協力財団（Fondazione Rotary Italia）から支払われた補助金の未使用額  

  をすべて返還する必要があることを追加（セクション 8「報告要件」を参照）  

 -業者との利害の対立がないことを確認する際に見積書を提出することに関する言及を削除（セ 

  クション 10「補助金における利害の対立に関する方針」を参照）  

 -フィリピンに関するセクションを更新し、連絡担当者の氏名を削除、およびその後の補助金の 

  支払いは記入済みの証明書の受領を条件とすることを明確化（セクション 12「フィリピンに 

  関する特記事項」を参照）  

 

このほかの最新情報や資料（グローバル補助金の授与と受諾の方針を含む）は、

rotary.org/ja/grants を参照のこと。または、補助金担当職員に質問する。  

1. 受領資格のある活動  

地区補助金の受領資格がある活動：  

A.ロータリー財団の使命に沿っていること。  

B.以下を含むこと。  

 1.地元または海外での奉仕プロジェクト、および関連する旅行  

 2,奨学金（教育のレベルは問わない） 

ロータリー財団 地区補助金 授与と受諾の条件（2025 年 10 月） 
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3.職業研修チーム（特定分野について教える、または学ぶ専門職従事者のグループ）、および関

連する旅行  

4.奨学生と職業研修チームのオリエンテーション  

5.補助金管理セミナー  

6.クラブと地区によるプロジェクトの協同提唱者探しを援助するため、ロータリーのプロジェ

クトフェアへのロータリー会員の参加、および往復の旅行  

7.ロータリーのクラブがある国およびクラブがない地域、ならびに法律によって認められ、ロ

ータリー財団の方針に従っている地域におけるプロジェクトと活動  

8.ロータリー青少年交換、RYLA、ロータリー友情交換、ローターアクト、インターアクトプロ

グラム。  

9.地域社会調査  

10.建築と改築  

11.融資プログラムを運営する、登記され、少なくとも 3 年間運営されている小口融資機関と協 

力して実施する小口融資（マイクロクレジット）活動  

12.地雷に対する認識向上キャンペーンと、地雷への注意喚起を呼びかける標識  

C.ロータリー会員が積極的に参加すること。  

D.米国および補助金から資金提供される活動が実施される国の法律を遵守し、害を与えないこ 

と（米国財務省外国資産管理局［OFAC］による制裁対象国での活動の提唱や旅行を計画し 

ているプロジェクトは、追加情報の提供が求められる場合がある）。  

E.参加する未成年の安全と健康を守り、国際ロータリーの青少年保護方針を遵守すること。  

F.実施に先立ってロータリー財団により審査され、承認されていること。補助金が承認された後 

に使用計画の変更が必要となった場合、補助金センターの地区補助金の報告のセクションから

要請する必要がある。  

G.実施地の伝統と文化に配慮する姿勢を示すこと。  

H.ロータリー財団章典の第 30.040 節「プログラム参加者の利害の対立に関する方針」、およびセ

クション 10「補助金における利害の対立に関する方針」に概説されている方針を遵守するこ

と。  

I.ロータリー章典の第 34.040.6 項ならびに 34.040.11 項に記載される通り、ロータリーという名

称、その他のロータリー標章、徽章およびグラフィックの使用に関するロータリーの方針を遵

守すること。  

J.ロータリー財団章典の第 40.010.2 項に基づき、またロータリーのブランドリソースセンターに

あるロータリーブランドのガイドラインに従い、補助金提唱者とロータリー財団を明確に示す

標識・表示をプロジェクト実施地、またはその近接位置に表示すること。  

K.ロータリー章典の第 26.080 節に記述された、プライバシーに関するロータリーの声明に従う

こと。  

 

ロータリー財団 地区補助金 授与と受諾の条件（2025 年 10 月） 
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2. 受領資格のない活動および支出  

地区補助金を受領する活動では、以下を行ってはならない：  

A.特定のグループ（種類を問わない）を差別するもの。  

B.特定の政治的あるいは宗教的観点を推進すること。  

C.完全に宗教を目的とした催し物を行うこと。  

D.特定の人、団体、地域社会に対する継続的または過度の支援を行うこと。  

 E.財団、恒久的信託、利子の発生する長期口座を開設すること。  

 F.ロータリー財団または国際ロータリーに、補助金資金を上回る財務上の責任を生じさせるこ   

  と。  

 G.ファンドレイジング（募金）活動  

 H ワクチンの出所となる国ならびにワクチンの受領国の政府や規制当局からの事前の承認な  

  く、国境を越えてワクチンを輸送すること。  

 I.無報酬で働くことを誰かに要求すること（プロジェクトは労働者の権利と公正な賃金慣行を守 

  るよう努力すべきである。利益を得る人びとがプロジェクトでボランティア活動をする必要が 

  ある場合、これらの人びとの明確な同意が必要である）。  

 J.当該国の法的な労働年齢未満の人、または法律で年齢が定められていない場合は 16歳未満の  

  人による労働を要求すること。  

また、地区補助金の資金は、以下のために使用できない：  

 K.補助金が承認される前に発生した費用、または進行中もしくは既に完了した活動。  

 L.ロータリー財団、ポリオプラス、またはほかの財団補助金への寄付。  

 M.土地や建物の購入。  

 N.武器または弾薬。  

 O.軍事援助。  

 P.地区大会、国際大会、研究会、創立記念式典、娯楽イベント、プロジェクトでの式典などの   

  ロータリー行事に関連する経費。  

 Q.広報的な取り組み（プロジェクトの完了に不可欠な場合を除く）。  

 R.1,000 米ドルを超える、プロジェクトの標識。  

 S.他団体の運営費、管理費、間接的なプログラム経費。  

 T.特定の人物や協力団体への使途無指定の現金寄付。  

 U.新型コロナウイルスのワクチン。  

 V.ポリオワクチンのみを投与する予防接種。  

 W.全国予防接種日（NID）に参加するための旅費。  

 X.妊娠中絶、または性決定のみを目的とする施術。  

 Y.ロータリー平和センター提携大学において、ロータリー平和フェローが専攻するのと同じ、  

  または類似した専修プログラムで学ぶための留学。  

 

ロータリー財団 地区補助金 授与と受諾の条件（2025 年 10 月） 
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Z.18 歳未満の人の海外渡航費（保護者同伴の場合またはロータリー青少年交換プログラムに参  

  加している場合を除く）。  

 AA.融資保証制度。  

 BB.ロータリー地区、ロータリークラブ、ローターアクトクラブ、会員が所有者となる物品。補 

   助金資金で購入した物品が不要になったり、機能しなくなったりした場合、補助金申請書で 

   受益団体として指定された団体が、その物品を処分または売却する責任を負い、その代金を 

   受け取る。ロータリー地区、ロータリークラブ、ローターアクトクラ ブ、またはそれらの会 

   員は、物品の処分や売却からいかなる収入も得ることはできない。 

 CC.地雷の探知および除去、または地雷を除去するための機材の購入。  

3. 申請要件  

 A.補助金の実施年度の 5 月 15 日までに、補助金センターを通じてオンラインで申請する。  

 B.各年度、1 地区につき 1 回のみ申請書を提出する。  

 C.申請には詳細な使用計画を含める。各項目には、何を行うのか、補助金資金を何の支払いに 

  充てるのか、受益者は誰かを明記する必要がある。  

 D.地区は、補助金の実施年度の地区ガバナー、地区ロータリー財団委員長、地区補助金小委員 

  会委員長を含む補助金委員会を設置する。これら 3名の委員会委員は、地区補助金の申請にお 

  いて承認手続きを行い、申請書を提出する責務を担う。  

 E.補助金を申請する地区は参加資格認定を受ける。  

 F.補助金の全関係者は、国際ロータリーとロータリー財団に対する義務を果たしていること。  

 G.一度に有することのできる未終了の補助金は、10 口までとする（地区が代表提唱者となって 

  いるグローバル補助金を含む）。  

 H.すべてのプロジェクトの名称が、ロゴ、徽章、グラフィックの使用に関するロータリーの方 

  針に準拠していることを確認する（セクション 1「受領資格のある活動」を参照）。  

 I.補助金増額の要請は、ロータリー財団が補助金の支払いを開始する前に行う。補助金の支給後 

  に変更はできない。  

 J.臨時費の計画を立てる。地区は、年度中に発生しうる臨時費のために、地区補助金の 20％ま 

  でを充てることができるが、承認された後に補助金に追加するすべてのプロジェクトと活動 

  は、資金を使用する前に財団からの承認を受ける必要がある。使用計画に臨時用の資金を含 

  め、最終報告書に臨時費の内訳を記載する。  

 K.管理運営費を含める。地区は、補助金の 3％までを、補助金に関連した管理運営費（銀行手 

  数料、郵送料、ソフトウェア、独立財務評価など）に充てることができる。 
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4. 協力団体  

 A.協力団体とは、プロジェクトを実施するため、あるいはその目標達成と財務の持続可能性を 

  確保するために関与する、信頼できる政府機関、非政府組織、または学術機関を指す。これに 

  は、補助金による活動のために、専門知識、インフラ、アドボカシー、研修、教育、モニタリ 

  ング、維持管理、所有権、その他の支援を提供することが含まれる。奨学生が留学する大学 

  は、協力団体とはみなされない  

B.協力団体は、ロータリー財団の報告要件を遵守し、要請に応じて領収書を提出しなければな 

らない。協力団体は、プロジェクト関連活動の運営審査または財務審査に参加し、協力するこ 

とにも同意しなければならない。  

 C.協力団体に提供された資金の全額は特定のプロジェクト費用として使用され、地区がこれら 

  の費用の明細を記録する必要がある。  

 

5. 旅行方針  

 A.補助金資金が支払われる旅行者は全員、各自で旅行の手配を行うべきである。  

 B.地区補助金により、海外渡航に関連する以下の予算経費を賄うことができる。  

1.エコノミークラスの航空券  

2.空港までの往復交通費および補助金実施に関連する現地での交通費  

3.予防接種とビザの費用、入国税・出国税  

4.通常の妥当な荷物預け料金  

5.旅行保険  

C.地区補助金は、以下の経費を賄わない：  

1.事前に承認された旅行の前後に、任意で途中降機した場合の関連経費  

2.任意の途中降機を含め、個人の旅行の手配の変更により生じた違約金や手数料  

3.荷物の超過料金、または旅行者の荷物やその他の個人的持ち物の輸送料  

4.中止となった、または参加者が出席できなかった対面式の行事・会議の関連経費の払い戻し  

5.強制隔離の関連経費  

 D.補助金の提唱クラブまたは提唱地区は、補助金の資金を使って旅行する全受領者の緊急連絡

先と旅程表を保管する必要がある。また、要請に応じて財団にこの情報を提出するための準備

をしておく。  

E.旅行者は、以下の責任を有する。  

1.旅費の増加を避けるため、旅行手配を迅速に行う  

2.承認された旅費を超える費用を自己負担する  

3.海外旅行のための健康条件を満たす  

  4.国際ロータリーによる特定国の旅行制限を遵守する（以下G を参照）  

5.旅行保険に加入する  

6.個人の旅行はすべて自ら手配し、自己負担する  

ロータリー財団 地区補助金 授与と受諾の条件（2025 年 10 月） 
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7.必要な旅行書類を取得すること、かつ入国に関する新型コロナウイルスの全要件およびそ 

の他の規制を遵守することを確認するために、IATA トラベルセンターからの情報を確認す

る  

F. 医療従事者が補助金資金による活動の一環として医療サービスを提供する場合、補償限度額

が最低 500,000 米ドルの職業賠償責任保険（別称、過失脱漏保険または E&O 保険）に加入す

るよう期待されている。このような保険に加入し、保険料を支払うのは参加者本人である。  

G. 国際ロータリーは、旅行禁止国リストを作成するため、グローバルな安全コンサルタント会

社と契約している。安全面の懸念から、財団はこれらの国への旅行に資金を提供しない。旅行

禁止国リストに追加された国内に、既に財団資金による旅行者がいる場合、即刻避難するため

の計画が手配される。これらの旅行制限や避難命令に従わなかった場合、財団は補助金を取り

消し、既に支払われた資金を財団に返還することを要請する。旅行禁止国リストに掲載されて

いる国への旅行が補助金プロジェクトに含まれる場合、その国への旅費がプロジェクト予算に

含まれていなくても、財団は資金を提供することはできない。  

6. 補助金の資金源  

 A.ロータリー財団は、地区財団活動資金（DDF）の配分のみから地区補助金を提供する。  

 B.地区は、シェア配分の最高 50％を毎年一口の補助金に充てることができる。  

7. 支払い  

 A.補助金資金は、補助金申請書に記載された地区の銀行口座のみに支払われる。  

 B.補助金資金は、地区が管理する銀行口座のみに支払われる。個々のクラブに支払われること 

  はない。  

 C.地区補助金の資金は、前ロータリー年度の地区補助金が終了するまでは支払われない。  

 D.補助金は、補助金支払い時の国際ロータリー為替レートに従って支給される。  

 E.資金は、実施年度末を過ぎた後は支給されない。実施年度の 5 月 31 日までに提唱者が支払い  

  の全要件を満たさなかった場合、補助金は取り消しとなる。  

8. 報告要件  

 A.補助金の受領者は、補助金の使途について財団に報告する。  

 B.報告書は、補助金センターを通じて提出し、不備のない報告書のみ受理される。  

 C.財団は、期日を過ぎて未提出の財団補助金報告書がある提唱者からの新規の補助金申請書を 

  承認しない。  

 D.財団は、いつでも補助金を審査し、監査を実施し、監視要員を派遣し、追加書類の提出を要 

  求し、または、支払いを（一部または全額）保留することができる。  

 E.地区は、資格条件に従い、補助金資金の使途について地区内クラブに報告する必要がある。  

 F.補助金の提唱者は、資格条件および適用される法律に従い、少なくとも 5 年間、補助金の使 

途に関連する全領収書のコピーと銀行取引明細書を保管する必要がある。 
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 G.補助金プロジェクトの実施と資金使用に関する財団の方針と指針を遵守しなかった補助金提 

  唱者は、補助金の全額を返還する必要があり、最高 5 年間、将来の補助金の受領を禁じられる 

  可能性がある。  

 H 資金の支出について記載した最終報告書を、地区が補助金を受領してから 12 カ月以内または 

  地区が補助金資金の全額を配分してから 2 カ月以内のいずれか早いほうに、財団に提出する必 

  要がある。アルゼンチンとブラジルの地区に支払われた補助金については、報告とともに、す  

  べての経費について領収書を提出しなければならない。  

 I.ブラジルの地区に支払われた補助金については、最終報告書とともに寄付証明書を提出する必 

  要がある。  

 J.地区補助金の資金を利用した活動はすべて、地区がクラブまたは受益者に支給してから 24 カ 

  月以内に、完了する必要がある。  

 K.地区は、補助金資金の支出についても報告し、全額使用しなかった場合は、財団に返金する 

  必要がある。詳細は 「補助金未使用分の財団への返還について」を参照のこと。  

 L.すべての補助金活動が完了した後に 1,000 米ドルを超える補助金資金が残った場合、受領資 

  格のある追加の活動のための資金利用を財団が承認する必要がある。承認された通りにこれら 

  の資金を使用できない場合、資金をロータリー財団に返還する必要があり、この資金は地区の 

  DDFに加算される。  

 M.すべての補助金活動が完了した後に 1,000 米ドル以下の補助金資金が残った場合、地区補助 

  金の使用が認められている活動にその資金を利用でき、財団からの事前の承認は必要ない。い 

  かなる金額であれ、地区補助金と関係のない経費に未使用の補助金資金を使用することはでき 

  ない。  

 N.1,000 米ドル以下の補助金資金が財団に返還された場合、その資金は国際財団活動資金

（WF）に充当される。  

 O.以下の国は、返還資金について独自に以下を義務づけている：  

  1.アルゼンチン：10 アルゼンチンペソを超える未使用の補助金資金は返還する必要がある。  

  2.ブラジル：100 ブラジルレアルを超える未使用の補助金資金は返還する必要がある。  

  3.インド：未使用の補助金資金はすべて返還する必要がある。  

  4.イタリア：イタリアのロータリー協力財団（Fondazione Rotary Italia）から支払われた補助 

   金の未使用額はすべて返還される必要がある。この要件に該当する地区には通知が行われ 

   る。  

9. 取り消された補助金  

A.補助金が承認されたが、支払いがまだ行われていない場合、全資金が地区のDDFに加算される。 

B,補助金が承認され、支払い済みである場合、補助金資金はすべて財団に返還しなければならずこ        

の資金は地区のDDFに加算される。 

C.補助金資金から生じた利子は財団に送金する必要がある。  
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10. 補助金における利害の対立に関する方針  

 A.ロータリー財団の補助金の高潔性を保証するため、関与するすべての人は、実際の利害対 

  立、および対立があると認識される状況を避けることが義務付けられている。  

 B.利害の対立は、ある補助金に対し、決定を下す、または決定に影響を与える立場にある人物 

  が、補助金によって、本人、その家族、そのビジネスパートナー、またはそれらの人物が有 

  償・無償を問わず、役員や指導的立場を担っている組織が、恩恵を得る可能性のある場合に生 

  じる。  

 C.実際の利害対立、または対立があると認識される状況はすべて、申請手続きにおいてロータ 

  リーの補助金担当職員に開示する必要がある。利害の対立が存在するかどうか確信がもてない 

  場合は、開示すべきである。  

 D.個々のケースにおいて利害の対立が存在するかどうかは、ロータリーの補助金担当職員また 

  は管理委員会が決定する。補助金において利害の対立が存在する、または存在したと結論が下 

  された場合、補助金担当職員は、補助金プロセスの高潔性を守るため、適切な措置を管理委員 

  会に推奨する。このような措置には、当該会員の補助金委員会からの除外、補助金申請の却 

  下、承認された補助金の取り消し、または特定の会員、クラブ、地区、または協力団体による 

  ロータリー補助金参加の一時停止などが含まれる。  

 E.財団補助金の受領者または受益者となることができない人には、以下が含まれる。  

  1.現ロータリアン  

  2.クラブ、地区、その他のロータリー組織（ロータリー章典 1.040 節に規定されている通 

   り）、国際ロータリーの職員  

  3.これらのすべての人の配偶者・直系卑属（血縁、養子縁組、再婚による子または孫）・直系 

   卑属の配偶者・直系尊属（血縁による親または祖父母）、ロータリー財団または国際ロータリ 

   ーと提携する機関・組織・団体の職員  

  4.元ロータリアンおよび上記の元ロータリアンと親族関係にある人（本人または親族の退会か 

   ら 3年間適用）  

 F.補助金資金を受ける活動を担当するクラブまたは地区の選考委員会の委員であるロータリー 

  会員は、ロータリー補助金の影響を受ける可能性のある個人または団体との個人的、家族上、 

  事業上の関係について、完全に透明性を保つ必要がある。これには、奨学金候補者、協力団 

  体、業者、その他補助金によって利益を得る人びとまたは団体（ただし、これらに限られな 

  い）との関係が含まれる。委員は、実際の利害対立または対立があると認識される場合、選考 

  が始まる前に委員長に知らせる必要があり、また、補助金申請時にも開示する必要がある。  

 G.ロータリー地区、クラブ、会員が、補助金資金を受ける活動と関連して、ロータリー組織か 

  ら同業者への支払いが行われるような業務取引を行う場合、妥当な費用で最良のサービスを確 

  保するため、その取引を行う前に、公正、透明、かつ完全な見積もり要請と入札手続を行う必 

  要がある。資金が、会員、会員が所有または経営する物資が業務をロータリー組織が行おうと 

  する場合に、利害の対立の可能性が生じる。  
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 H 協力する非政府組織、商品または業務の提供者、保険会社、運送会社、教育機関を含む業者 

  または支払先と利害関係がないことを確認するために、すべての補助金取引を見直す必要があ 

  る。利害対立のある業者であっても、公正な市場価格で最高の製品または業務を提供し、その 

  ことが公正、透明、徹底した入札手続を経ているオファーによって証明される場合には、その 

  業者を利用することができる。  

 I.利害の対立に関するロータリーの方針に関する詳細は、ロータリー財団章典の第 30.040 節を 

  参照のこと。  

11. インドに関する特記事項  

 A.他のすべての授与と受諾の条件に加え、インドの法律と FCRA を遵守するため、インド国内 

  のクラブと地区に支払われる全額または一部の補助金は、以下の支払いと報告の手続きに従う 

  必要がある。  

 B.FCRA に関する一般的な情報は、 fcraonline.nic.in を参照のこと。FCRAの登録を受けたク 

  ラブまたは地区は、FC-4書式と財務報告書をインド内務省（ニューデリー）に期限通りに提 

  出する責務を負うものとする。  

 C.すべての補助金の支払いは、インドルピーの資金を受領するために特別に開設された銀行口 

  座またはクラブが管理する FCRA 口座に送金される。以下に記載された一般的な支払い条件 

  をすべて満たすまで、補助金がインド国内の銀行口座に送金されることはない。インド国内か 

  らの拠出金から発生した十分な資金があると職員が判断するか、提唱者が銀行口座が FCRA 

  の下に登録されていることを記した書類を提供する必要がある。そのほかの状況において支払 

  いは待機状態となり、（インド国内から）追加の拠出金が寄せられて十分な資金が得られた時 

  点ではじめて、先着順に支払われることになる。補助金の提唱者は、FCRA の下に登録された 

  銀行口座で受け取る資金が地元の資金と混同されないようにする必要がある。補助金資金は、 

  提唱者拠出金の全額がロータリー財団へ送られ、支払いの全条件が満たされるまでは、支給さ 

  れない。補助金資金は、補助金提唱者が申請書に記入した口座へ支払われる。  

 D.毎年 3月 31日までにインドのロータリー財団または国際ロータリー南アジア事務局から支 

  払われた補助金資金に関する中間報告書は、同じ年の 5月 31日が提出締切日となる。最終報 

  告書は、プロジェクトの完了から 2カ月以内が提出期日となる。すべての中間報告書は、セク 

  ション 8（報告要件）に挙げられたすべての一般的な報告要件を満たしている必要がある。さ 

   らに、補助金提唱者は以下を行う必要がある。  

  1.中間報告をオンラインで補助金センターから提出する。  

  2.中間報告書が提出されたことを南アジア事務局に知らせる。  

  3.補助金資金が使用された場合は使用の証明書ならびに、独立した公認会計士によって証明さ 

   れた領収書または補助金からの支払いの明細書（会計士番号および固有の文書識別番号を明 

   記のこと）をアップロードする。使用の証明書には、補助金資金の支払いを行ったのがイン 

   ドのロータリー財団、または南アジア事務局）であるかを明記しなければならない。  
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  4.銀行明細書または預金通帳をアップロードする（複写の場合は、銀行のマネジャー／公認会 

計士が証明し署名した正謄本）。  

  5.補助金センターにすべての請求書と領収書をアップロードする。  

E.いかなる理由であれ、補助金の資金が使用されなかった場合には、補助金資金の預金日が記 

された銀行明細書の原本または預金通帳の原本（複写の場合は、銀行のマネジャー／公認会計 

士が証明し署名したもの）、ならび に、3 月よりも前に受領されたにもかかわらず補助金が使 

用されなかった理由を説明した文書。  

 F.最終報告書は、セクション 8（報告要件）に挙げられたすべての一般的な報告要件を満たして 

  いる必要がある。さらに、補助金提唱者は以下を行う必要がある。  

1.最終報告をオンラインで補助金センターから提出する。  

2.最終報告書が提出されたことを南アジア事務局に知らせる。  

3.補助金資金が使用された場合は使用の証明書ならびに、独立した公認会計士によって証明さ 

れた領収書または補助金からの支払いの明細書（会計士番号および固有の文書識別番号を明 

記のこと）をアップロードする。使用の証明書には、補助金資金の支払いを行ったのがイン 

ドのロータリー財団、または南アジア事務局）であるかを明記しなければならない。  

4.銀行明細書または預金通帳をアップロードする（複写の場合は、銀行のマネジャー／公認会 

計士が証明し署名した正謄本）。  

5.銀行調整の明細書を提出する（複数の補助金が一つの FCRA口座に振り込まれた場合）。  

6.補助金センターにすべての請求書と領収書をアップロードする。  

7.「原本はすべて 8 年間保管し、インドのロータリー財団または南アジア事務局から要請され 

た場合にはこれを提示する」と書かれた保証文を補助金センターにアップロードする。  

8.未使用の補助金資金はすべて、資金の支払いを行った組織（インドのロータリー財団または 

国際ロータリー南アジア事務局）に返還する。  

9.プロジェクトから利益を得る人びとに関する情報（写真、新聞の切り抜き、感謝状を含む） 

を保管する（インドのロータリー財団または国際ロータリー南アジア事務局から要請される

可能性があるため）。 

12. フィリピンに関する特記事項  

 A.ほかの授与と受諾の条件に加え、フィリピン国内のロータリー地区またはクラブに支払われ 

  た補助金は、フィリピンの規制を遵守するためにより多くの実証を必要とする。  

 B.フィリピン証券取引委員会は、財団が財務諸表を提出する際に、財団が資金を提供したすべ 

  てのプロジェクトについて補足書類を添えることを義務づけている。この要件に関する詳しい 

  情報は、証券規制法 68（Securities Regulation Code 68）に改正通りに記載されている。これ 

  を遵守できるよう、補助金提唱者は、その地域を管轄する以下の人物／組織のいずれかが発行 

  する証明書を取得する必要がある： 
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1.市長室、公印が押されていること  

  2.社会福祉・開発局（Department of Social Welfare and Development）長、公印が押されてい 

   ること  

  3.保健局（Department of Health）長、公印が押されていること  

  4.バランガイ議長室、公印が押されていること  

  5.民間機関または実際の受益者の代表者／役員、公証人により署名されたもの  

C.各プロジェクトについて、証明書の原本 5 通を、下記に送付すること：Phil.Consulting  

Center Inc., 2D Penthouse, Salamin Building, 197 Salcedo Street, Legaspi Village, Makati City  

1229, Philippines.  

 D.証明書の見本テンプレートを、南太平洋・フィリピン事務局を通じて入手することができ 

  る。  

 E.7 月から 5月までに配分される補助金の証明書は、同じ会計年度の 6月 30 日までに受理され 

  るべきである。6 月に支払われた補助金の証明書は、7月 31日までに受理されるべきである。 

  地区から提出された新規の補助金のための支払いは、既存の補助金の記入済み証明書が受領さ 

  れることが条件となる 
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ロータリー財団 グローバル補助金 授与と受諾の条件  

グローバル補助金は、ロータリーの重点分野（「平和構築と紛争予防」「疾病予防と治療」「水と

衛生」「母子の健康」「基本的教育と識字率向上」「地域社会の経済発展」「環境」）において持続

可能、測定可能な成果をもたらす大規模な国際的活動に資金を提供する。グローバル補助金は、

人道的奉仕活動、大学院レベルの奨学金、職業研修チーム（専門職業に関係する研修を提供する

チームや研修を受けるチームを海外に派遣）に活用できる。 

 

ロータリー財団は、内容をより明確にし、方針の変更を反映させるために、この授与と受諾の 

条件をいつでも修正することができる。2025 年 9月の変更には以下が含まれる：  

• ロータリーの持続可能性の定義を更新（セクション 1「受領視覚のある活動」を参照）  

• ロータリーの青少年保護方針へのリンクを更新（セクション 1「受領資格のある活動」を参 

照）  

• 補助金を利用した物品の販売収益は、地区、ロータリークラブ、ローターアクトクラブ、ま 

たはそれらの会員に利益をもたらしてはならないことを明確化（セクション 2「受領資格のな 

い活動および支出」を参照）  

• モニタリングと評価の活動に関連する海外渡航費の支払いに補助金資金を使用できないこと 

を明確化（セクション 2「受領資格のない活動および支出」を参照）  

• 奨学生は留学国の国民であってはならないことを明確化（セクション 3「申請要件」を参 

照）  

• 協力団体の定義の更新およびその義務を明確化（セクション 4「協力団体」を参照）  

• 国際ロータリー・トラベルサービスへの言及を削除（セクション 5「旅行方針」を参照）  

• 補助金提唱者は、冠名指定寄付または冠名基金（いずれか一方のみ）からプログラム授与金 

として使用可能な額をグローバル補助金の資金として使用できることを明確化（セクション 6 

「補助金の資金源」を参照）  

• クラブまたは地区財団への補助金の支払いに関する言及を削除（セクション 7「支払い」を 

参照）  

• イタリアのロータリー協力財団（Fondazione Rotary Italia）から支払われた補助金の未使用 

額をすべて返還する必要があることを追加（セクション 8「報告要件」を参照）  

• 業者との利害の対立がないことを確認する際に見積書を提出することに関する言及を削除 

（セクション 10「補助金における利害の対立に関する方針」を参照）  

• フィリピンに関するセクションを更新し、連絡担当者の氏名を削除、およびその後の補助金

の支払いは記入済みの証明書の受領を条件とすることを明確化（セクション 13「フィリピン

に関する特記事項」を参照） 

ロータリー財団 グローバル補助金 授与と受諾の条件（2025 年 10 月） 
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1. 受領資格のある活動  

グローバル補助金の受領資格がある活動：  

A. ロータリー財団の使命に沿っていること。  

B. ロータリーの重点分野の一つ以上に関連していること。これらの活動には、人道的プロジ 

ェクト、1～4 学年のフルタイムの大学院レベルでの教科履修または研究のための留学用奨 

学金、専門的な研修を提供したり受けたりすることで地域社会のニーズに取り組む職業研修 

チームが含まれる。  

C. 地域社会調査の結果に基づいており、実施地の地域社会と協力して立案されたものである 

こと。  

D. 持続可能であること。持続可能性とは、成果が現地で維持され、地域社会の継続的な優先 

ニーズに応えていけることである。  

E. 測定可能であること。提唱者は、「グローバル補助金：モニタリングと評価の計画につい 

て」から評価基準を選ばなければならない。また、独自の評価基準を追加できる。  

F. ロータリー会員が積極的に参加すること。  

G. ロータリーのクラブが存在する国や地域にある地域社会を支援するものであること（H項 

にある例外を参照のこと）。  

H. 活動が実施される国の一つのクラブまたは地区（実施国側代表提唱者）と、実施国以外の 

一つのクラブまたは地区（援助国側代表提唱者）により開始され、提唱されること。ただ 

し、ロータリーのクラブが存在しないが RI 理事会が積極的に拡大を検討している国での活 

動については、例外を適用できる場合がある。  

I 米国および補助金から資金提供される活動が実施される国の法律を遵守し、害を与えないこと

（米国財務省外国資産管理局［OFAC］による制裁対象国での活動の提唱や旅行を計画して 

いるプロジェクトは、追加情報の提供が求められる場合がある）。  

J. 参加する未成年の安全と健康を守り、国際ロータリーの青少年保護方針を遵守すること。  

K. 実施に先立ってロータリー財団により審査され、承認されていること。  

L. 活動実施地の伝統と文化に配慮する姿勢を示すこと。  

M. ロータリー財団章典の第 30.040 節「プログラム参加者の利害の対立に関する方針」、およ

びセクション 10「補助金における利害の対立に関する方針」に概説されている方針を遵守す

ること。  

N. ロータリー章典の第 34.040.6 項ならびに 34.040.11 項に記載される通り、ロータリーとい

う名称、その他のロータリー標章、徽章およびグラフィックの使用に関するロータリーの方針

を遵守すること。  

O. ロータリー財団章典の第 40.010.2 項に基づき、またロータリーのブランドリソースセンタ

ーにあるロータリーブランドのガイドラインに従い、補助金提唱者とロータリー財団を明確に

示す標識・表示をプロジェクト実施地、またはその近接位置に表示すること。  
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P. ロータリー章典の第 26.080 節に記述された、プライバシーに関するロータリーの声明に従 

うこと。  

Q. 次のインフラストラクチャーの建設を含めることができる：トイレ棟および衛生システム、 

連絡道路、ダム、橋、倉庫、フェンスとセキュリティシステム、水・灌漑システム、温室。 

地下水を利用するプロジェクトの場合、水文地質学的調査を実施する必要がある。調査の費 

用は、補助金予算で賄うことができる。  

R. 人道的プロジェクトの一環として、現地で研修を提供したり、プロジェクトを実施したりす 

る 2名までの海外旅費を含めることができる。ただし、それらを行うスキルを有する人を現地 

ではすぐに準備できないことを実施国側提唱者が確認した場合に限る。  

S. 地雷の存在を認識させるためのキャンペーンや、地雷を警告する標識の設置も含めることが 

できる。  

2. 受領資格のない活動および支出  

グローバル補助金を受領する活動では、以下を行ってはならない：  

A. 特定のグループ（種類を問わない）を差別するもの。  

B. 特定の政治的あるいは宗教的観点を推進する。  

C. 完全に宗教を目的とした催し物を行う。  

D. 特定の人物、団体、地域社会に対する継続的または過度の支援を行うこと。  

E. 財団、恒久的信託、利子の発生する長期口座を開設すること（ただし、セクション 10 に記 

載された要件に提唱者が従うならば、補助金資金を小口融資ファンドの設立のために使用でき 

る）。  

F. ロータリー財団または国際ロータリーに、補助金資金を上回る財務上の責任を生じさせるこ 

と。  

G. ファンドレイジング（募金）活動  

H. ワクチンの出所となる国ならびにワクチンの受領国のしかるべき政府や規制当局からの事前

の承認 

なく、国境を越えてワクチンを輸送すること。  

I.無報酬で働くことを誰かに要求すること（補助金資金を利用する活動は労働者の権利と公正な

賃金慣行を守るよう努力すべきである。利益を得る人びとがボランティア活動をする必要があ

る場合、これらの人びとの明確な同意が必要である）。  

J. 当該国の法的な労働年齢未満の人、または法律で年齢が定められていない場合は 16歳未満

の人 

による労働を要求すること。  

 

また、グローバル補助金の資金は、以下のために使用できない：  

K. 補助金が承認される前に発生した費用、または進行中もしくは既に完了した活動。  

L. ロータリー財団、ポリオプラス、またはほかの財団補助金への寄付。  
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M.土地や建物の購入。 

N.武器または弾薬。 

O.軍事援助。 

P.地区大会、国際大会、研究会、創立記念式典、娯楽イベント、プロジェクトでの式典などの 

ロータリー行事に関連する経費。 

Q.広報的な取り組み（活動の完了に不可欠な場合を除く）。 

R.1,000 米ドルを超える、プロジェクトの標識。 

S.他団体の運営費、管理費、間接プログラム経費（協力団体でのプロジェクト管理費を除く）

（セクション 3 の項目 Jを参照のこと）。 

T.特定の人物や協力団体への使途無指定の現金寄付。 

U.新型コロナウイルスのワクチン。 

V.ポリオワクチンのみを投与する予防接種。 

W.全国予防接種日（NID）に参加するための旅費。 

X.妊娠中絶、または性決定のみを目的とする施術。 

Y.ロータリー平和センター提携大学において、ロータリー平和フェローが専攻するのと同じ、

または類似した専修プログラムで学ぶための留学。 

Z.ロータリー青少年交換、RYLA、ロータリー友情交換、ローターアクト、インターアクトの活

動。 

AA.18 歳未満の人の海外渡航費（保護者同伴の場合を除く）。 

BB.人が居住、仕事、または収入を生む活動に従事する建造物の建築、またはそのような建造 

物の増築。例えば、建物（学校、住宅、低廉シェルター、または病院）、コンテナハウス、移 

動住宅など（プロジェクトの実施にあたってそのような建造物の建設が必要な場合、その建 

設費用は補助金以外の資金で賄わなければならない）。 

CC.一部建設済み（外側部分のみ建てられた建造物を含む）であるが入居または運営されたこ 

とのない建造物の完成。 

DD.人道的プロジェクトのための協力団体の職員による海外旅行。 

EE.ロータリー以外の団体が主体となって実施する活動。 

FF.主に研究・調査またはデータ収集に焦点を当てた人道的プロジェクト。 

GG.経費が旅費のみである人道的プロジェクト。 

HH.大学の学士課程での勉学。 

II.オンラインの学業または研究プログラム。 

JJ.一つの補助金の下で行われる、互いに関連していない複数の活動。 
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KK.ロータリー地区、ロータリークラブ、ローターアクトクラブ、会員が所有者となる物品。

補助金資金で購入した物品が不要になったり、機能しなくなったりした場合、補助金申請書

で受益団体として指定された団体が、その物品を処分または売却する責任を負い、その代金

を受け取る。ロータリー地区、ロータリークラブ、ローターアクトクラブ、またはそれらの

会員は、物品の処分や売却からいかなる収入も得ることはできない。 

LL.地雷の探知及び撤去、または地雷を撤去するための機材の購入。 

MM.モニタリングと評価の活動に関連する海外渡航費。 

3. 申請要件  

A.補助金センターを通じてオンラインで申請する。申請書は、ロータリー年度を通じて随時 

受理され、利用可能な資金の状況に基づいて承認される。  

B.実施国と援助国の代表提唱者は、それぞれ、3名のロータリー会員から成る補助金委員会 

を設置する必要があ る。この委員会の委員は、代表提唱クラブの会員（クラブ提唱の場 

合）または代表提唱地区の会員（地区提唱の場合）とする。RI 財務代行者、国の会計担当 

者、補助金と関連のある協力団体や受益団体の理事会メンバーと有給職員は、この委員会の 

委員を務めることはできない。  

C.補助金活動にかかわる代表提唱地区は、参加資格認定を受けていなければならない。  

D.クラブが提唱者となって補助金を申請する場合、代表提唱クラブが参加資格認定を受けてい 

ることを地区ロータリー財団委員長が確認する必要がある。  

E.グローバル補助金を申請するローターアクトクラブは、過去にグローバル補助金活動でロー 

タリークラブまたは地区と協力した経験がある必要がある。地区は、補助金へのローターアク 

トの過去の参加について確認する責任がある。一方の補助金提唱者がローターアクトクラブで 

ある場合、もう一方の提唱者はロータリークラブまたは地区である必要がある。  

F.補助金の全関係者は、国際ロータリーとロータリー財団に対する義務を果たしていること。  

G.すべてのプロジェクトの名称が、ロゴ、徽章、グラフィックの使用に関するロータリーの方 

針に準拠していることを確認する（セクション 1「受領資格のある活動」を参照のこと）。  

H.代表提唱クラブまたは地区が一度に有することのできる未終了の補助金は、10口までとす 

る。  

I.臨時費の計画を立てる。提唱クラブまたは地区は、物価上昇や為替変動に対応するため、全 

予算額の 10％までを臨時費に配分することができる。  

J.管理運営費を含める。予算の 10％までを、プロジェクト管理費（協力団体において、そのプ 

ロジェクトのマネジャー費用、諸経費、運営管理諸経費が発生する場合はそれも含む）に充て 

ることができる。  

K.成果を測定する。予算の 10％までを、成果を測定するための経費に充てることができる。  
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L.会員以外で、奨学金、職業研修チームへの参加、人道的プロジェクトの実施のための旅行を

目的として補助金を受領する人には、以下が求められる。  

1. 出発前にオリエンテーションに参加する（ オンラインのオリエンテーション、または会場 

に集まって参加するオリエンテーションのいずれか）。 

2.提唱者に要請された場合には、クラブや地区の活動に参加する（クラブや地区の会合におけ 

る講演・プレゼンテーション、奉仕プロジェクトへの参加など）。 

M.奨学生と職業研修チームメンバーは、補助金全体の申請の補足資料として個人の参加申請 

書を提出する。奨学生ならびに職業研修チームの申請者が、経費の利用または旅行の手配の 

前に、財団による申請書の承認が必要であることを理解していることを確認すべきである。 

N. 奨学金の候補者に関する指針： 

1. 補助金の申請時に、フルタイムかつ対面での大学院課程への大学からの入学許可状、また 

は対面での大学院レベルの研究を行うための招請状を提出しなければならない。学費支援の 

保証を必要とする条件付きの入学許可状も認められる。 

2. 申請者は、自国外で学業を行わなければならず、留学国の国民であってはならない。オン 

ラインでの学業は受領資格を満たさない。 

3. 8 月、9月、10 月のいずれかの月に留学を開始する申請者は、6月 30日までに申請する必 

要がある。 

4. 奨学生の学業期間は、留学中のどの時点に開始しても構わないが、資金が提供される期間 

は 1学業年以上となる。 

O.職業研修チームに関する指針： 

1. 職業研修チームは、ロータリー会員である 1名のチームリーダーを含め、少なくとも 3 名 

のボランティアから成る。各メンバーは、重点分野において各自少なくとも 2年の職務経験 

を有し、チームリーダーはロータリーに関する一般知識と国際経験、指導力、重点分野にお 

ける専門知識を備えている必要がある。会員以外の人がチームリーダーを務めることもでき 

るが、その場合、提唱者が補助金申請書にその必要性を明確に示さなければならない。 

2. ロータリー会員とその家族が職業研修チームに参加する場合は、そのチームが研修を（受 

けるのではなく）提供する側であり、家族が資格要件を満たしていなければならない。 

3. 1 口の補助金で複数のチームが旅行をする場合、これらのチームは、代表提唱者 2 者が同じ 

であり、チームの旅行開始日から 1 年以内に次のチームの旅行が開始される必要がある。 

4. すべてのチームメンバーが、旅行の前にロータリー財団から承認を得ている必要がある。 

チーム構成の変更はすべて、ロータリー財団に報告し、その承認を得る必要がある。 

P. 奨学生、職業研修チーム、ボランティアによる旅行を含む申請は、旅行開始の 90 日前まで

に提出しなければならない。 

Q.申請書の作成開始後 12 カ月以内に申請書が提出されなかった場合、この申請は取り消しと

なる。 
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R.提出後 6カ月以内に申請書が完全なものとならず、承認されなかった場合、この申請は取り 

消しとなる。 

S. グローバル補助金の申請書を対象とした審査： 

1. 50,000 米ドルまでの国際財団活動資金（WF）を要請するグローバル補助金申請（いわゆる 

レベル 1の申請書）は事務総長が審査し、必要であれば当てはまる重点分野の専門家が分析す 

る。 

2. 国際財団活動資金（WF）から 50,001～200,000 米ドルの配分を求めるグローバル補助金申 

請、あるいは冠名指定寄付または冠名基金からプログラム授与金として使用可能な額を活用 

した申請の調達資金合計が 100,001～400,000 米ドルである場合（いわゆるレベル 2の申請 

書）は、事務総長が審査し、重点分野の専門家が分析し、ロータリー財団専門家グループ 

（Cadre）によるプロジェクトの中間視察を受ける。 

3.国際財団活動資金（WF）から 200,001～400,000 米ドルの配分を求めるグローバル補助金申 

請、あるいは冠名指定寄付または冠名基金からプログラム授与金として使用可能な額を活用 

した申請の調達資金合計が 400,001 米ドル以上である場合（いわゆるレベル 3の申請書）

は、事務総長と管理委員会が審査し、重点分野の専門家が分析し、専門家グループ（Cadre）

によるプロジェクトの事前視察、監査および／または中間視察を受ける。管理委員会は、以

下の通り、グローバル補助金の申請書を審査する： 

申請書の受理                                 管理委員会による審査 

3 月 1日まで.............................................................. 6 月 

6 月 1日まで.............................................................. 9 月／10 月 

10月 1 日まで ........................................................... 1 月 

12月 1 日まで ........................................................... 4 月 

4. 重点分野の専門家は、専門家グループ（Cadre）委員長と協力して、要件を免除したり、追 

加したりできる。 

5. 職業研修チーム（VTT）または奨学金のみから成る補助金プロジェクトは、専門家グルー 

プ（Cadre）による審査の要件を免除される。 

4. 協力団体 

A.協力団体とは、プロジェクトを実施するため、あるいはその目標達成と財務の持続可能性を 

確保するために関与する、信頼できる政府機関、非政府組織、または学術機関を指す。これ 

には、補助金による活動のために、専門知識、インフラ、アドボカシー、研修、教育、モニタ 

リング、維持管理、所有権、その他の支援を提供することが含まれる。奨学生が留学する大学 

は、協力団体とはみなされない 

B.協力団体は、ロータリー財団の報告要件を遵守し、要請に応じて領収書を提出しなければな 

らない。協力団体は、プロジェクト関連活動の運営審査または財務審査に参加し、協力するこ 

とにも同意しなければならない。 
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C. 提唱者は、補助金申請書とともに、援助国・実施国双方の代表提唱者と協力団体の署名の入 

った協力団体との同意書を提出する必要がある。申請書には以下を含めるべきである。 

1.ロータリー会員が補助金プロジェクトを開始し、指揮し、管理することの、援助国・実施 

国双方の代表提唱者による確認。 

2.協力団体が信頼と定評のある団体であり、適用される全法律に従っていることを確認す 

る、代表提唱者による承認。 

3.各関係者の責務を明確かつ詳細に記述した補助金の実施計画。 

4. 補助金に関連する活動についてロータリー財団による運営調査または財務調査に協力する 

ことへの、協力団体による同意。  

5. 旅行方針  

A.補助金資金が支払われる旅行者は全員、各自で旅行の手配を行うべきである。  

B.グローバル補助金により、海外渡航に関連する以下の予算経費を賄うことができる。  

1. エコノミークラスの航空券  

2. 空港までの往復交通費および補助金実施に関連する現地での交通費  

3. 予防接種とビザの費用、入国税・出国税  

4. 通常の妥当な荷物預け料金  

5. 旅行保険  

C.グローバル補助金は、以下の経費を賄わない：  

1. 事前に承認された旅行の前後に、任意で途中降機した場合の関連経費  

2. 任意の途中降機を含め、個人の旅行の手配の変更により生じた違約金や手数料  

3. 荷物の超過料金、または旅行者の荷物やその他の個人的持ち物の輸送料  

4. 中止となった、または参加者が出席できなかった対面式の行事・会議の関連経費の払い戻

し  

5. 強制隔離の関連経費  

D.補助金の提唱者は、補助金の資金を使って旅行する全受領者の緊急連絡先と旅程表を保管す 

る必要がある。また、要請に応じて財団にこの情報を提出するための準備をしておく。  

E.旅行者は、以下の責任を有する。  

1. 旅費の増加を避けるため、旅行手配を迅速に行う。遅延によって補助金が取り消しとなる 

可能性がある。  

2. 承認された旅費を超える費用を自己負担する（ただし、変更について財団から承認を得た 

場合を除く）。  

3. 海外旅行のための健康条件を満たす。  

4. 国際ロータリーによる特定国の旅行制限を遵守する（以下 Gを参照のこと）。  

5. 旅行保険に加入する。  

6. 個人的な旅行はすべて自ら手配し、自己負担する。補助金受領者は、補助金活動後に最長 4 

週間まで個人的な旅行をすることができるが、その後は帰国することが求められている。  
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7.必要な旅行書類を取得すること、かつ入国に関する新型コロナウイルスの全要件およびそ 

の他の規制を遵守することを確認するために、IATA トラベルセンターからの情報を確認す

る。  

F.医療従事者が補助金資金による活動の一環として医療サービスを提供する場合、補償限度額 

が最低 500,000 米ドルの職業賠償責任保険（別称、過失脱漏保険または E&O 保険）に加入 

するよう期待されている。このような保険に加入し、保険料を支払うのは参加者本人であ 

る。  

G.国際ロータリーは、旅行禁止国リストを作成するため、グローバルな安全コンサルタント会 

社と契約している。安全面の懸念から、財団はこれらの国への旅行に資金を提供しない。旅 

行禁止国リストに追加された国内に、既に財団資金による旅行者がいる場合、即刻避難する 

ための計画が手配される。これらの旅行制限や避難要請に従わなかった場合、財団は補助金 

を取り消し、既に支払われた資金を財団に返還することを要請する。活動の実施とその成功 

が旅行禁止国リストに掲載されている国への旅行で左右される場合、その国への旅費が予算 

に含まれていなくても、ロータリー財団はこのようなプロジェクトに補助金を提供すること 

はできない。  

6. 補助金の資金源  

A.グローバル補助金の最低予算は 30,000 米ドルであり、国際財団活動資金（WF）の最高授与 

額は 400,000 米ドルである。  

B.補助金提唱者は、地区財団活動資金（DDF）、現金、冠名指定寄付または恒久基金からプロ 

グラム授与金として使用可能な額を組み合わせてグローバル補助金に充てることができる。  

C.財団は、すべての DDF 寄贈に対し、その 80％相当分のWFを上乗せする。  

D. WF の授与額に下限はない。  

E.提唱者はまた、WF からの上乗せなく、現金、DDF、および冠名指定寄付または冠名基金か 

らプログラム授与金として使用可能な額の組み合わせを使用することで、グローバル補助金の 

最低予算 30,000 米ドルを調達する選択肢もある。  

F.ロータリー会員および会員以外の人は、グローバル補助金に現金を拠出できるが、それに対 

する財団からの上乗せはない。  

G.拠出金は、協力団体、プロジェクトの業者、もしくはその補助金の受益者から寄せられたも 

のであってはならない。  

H.ロータリー財団に直接送金される現金拠出には、それがロータリー会員からであっても、会 

員以外からであっても、管理運営費に充てるための 5％の上乗せを含める必要がある。  

I.資金は、決して補助金を受領する活動から利益を受ける人から徴収すべきではない。  

J.人道的プロジェクトのためのグローバル補助金の場合、寄付の少なくとも 15％が、プロジェ 

クト実施国以外から寄せられたものである必要がある。これらのプロジェクトの実施地側提 

唱者も、補助金への資金供給に寄与することが奨励される。  
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K.提唱者はグローバル補助金につき、一つの冠名基金または冠名指定寄付のみを利用できる。  

L.年次基金への現金寄付を、グローバル補助金に適用することはできない。  

M.補助金のための拠出金は、承認された後で変更することはできない。  

 N.ポール・ハリス・フェローの認証は、ロータリー財団に送られた提唱者拠出金のみに与えら 

れるものであり、プロジェクトに直接送られた寄付には与えられない。  

O.補助金が承認される前に財団に寄付を送金するべきではない。申請書が承認されなかった場 

合、それらの寄付は年次基金（シェア）に回されることになる。寄付が年次基金に回された 

後には、これを再配分することはできない。  

P.グローバル補助金への拠出金／寄付はすべて、取消しのできないロータリー財団への寄付と 

みなされ、返金されない。  

Q.ロータリーの奨学金以外から資金を得ている奨学生は、その資金を使用することができる 

が、補助金の最低予算 30,000 米ドルの要件を満たすために、その資金を含めることはできな 

い。  

R.ロータリー財団は、米国内で就学するためのグローバル補助金奨学金（授業料、書籍代、必 

要備品代、手数料を除く部分）に源泉徴収税を適用することが義務付けられている（日本、カ 

ナダ、ドイツからの留学生で、協力財団を通じて資金が提供される場合は、この法規は適用さ 

れない）。源泉徴収分は、奨学金の支払から差し引かれる。  

7. 支払い 

A.補助金提唱者が補助金センターに銀行口座の情報を入力し、提唱者拠出金がロータリー財 

団に送られ、支払の全条件が満たされるまでは、補助金資金は支給されない。  

B.補助金資金は補助金センターに記入された口座に支払われる。  

C.地区提唱の活動のための補助金資金は、地区の銀行口座のみに支払われる。クラブ提唱の 

活動のための補助金資金は、クラブの銀行口座のみに支払われる。  

D.補助金提唱者は、財団の補助金の受領と支払いに使用する専用の口座を維持する必要があ 

る。口座名義には、資金を受領する提唱クラブ名または地区番号が含まれているべきである。

可能であれば、補助金ごとに個別の口座を開設すべきである。それが不可能で、複数の補助金

用に一つの口座を利用する場合、提唱者は各補助金の財務会計および報告について、それぞれ

別個の記録を維持しなければならない。  

E.補助金資金は、経費またはサービスが発生する前に、業者、協力団体や受益団体に支払われ 

ることはない。  

F.経費の支払いを受ける団体は、この支払いを受ける前に、ロータリーの補助金提唱者に、請 

求書または領収書の原本のコピーを提供する必要がある。  

G.署名の権限がある口座の署名人は、提唱クラブまたは提唱地区の会員である必要がある。  

H.補助金は、補助金支払い時の国際ロータリー為替レートに従って支給される。  
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I.WFからの上乗せが 50,001 ドル～400,000 米ドルの補助金、あるいは冠名指定寄付または冠 

名基金からプログラム授与金として使用可能な額が含まれる資金総額が 100,001 米ドル以上の

補助金（レベル 2および 3）は、使用計画に沿って分割で支払われる。2回目以降の支払い

は、補助金提唱者が提出した中間報告書が不備なく受理され、財団専門家チームによる中間現

地視察が終了した後に支払われる。  

J.補助金に関連したすべての資金のやりとりは、その時点の国際ロータリー為替レートを使用し

て記録する。また、補助金に関連したすべての資金のやりとりの公式な連絡は、米ドルを用い

て行う。  

K.財団に送金される現金拠出について、補助金承認時から為替レートが 10％を超えて変動した 

場合、提唱者は 10％を超える差額を拠出する必要はない。  

L.ロータリー財団は補助金承認時に 10％を超える為替差益を補助金提唱者に配分しない。  

M.財団に送金されたグローバル補助金への現金拠出はすべて、手続きや管理運営のコストに充 

てるため、5％を上乗せして送金する必要がある。ポール・ハリス・フェローの認証ポイント 

はこの 5％を含む全拠出額に対して適用され、税制上の優遇措置を受けるための領収証にもこ 

の 5％を含む全額が記載される。プロジェクト専用の銀行口座に直接送金する現金には 5％を 

上乗せする必要はないが、その場合はポール・ハリス・フェローの認証ポイントの対象となら 

ず、税制上の優遇措置のための領収証は財団から発行されない。  

N.ロータリー財団に寄せられたすべての寄付のうち、補助金のために誓約された額を超える 

分、または補助金の支払い後に補助金に送金された分は、WFに追加される。  

O.申請書の承認後 6カ月以内に支払い要件が満たされなかった場合、補助金は取り消しとなる 

（セクション 9「取り消された補助金」を参照のこと）。  

8. 報告要件  

A.補助金の受領者は、補助金の使途について財団に報告する。  

B.中間報告書と最終報告書は、補助金センターを通じて提出し、不備のない報告書のみ受理さ 

れる。  

C.実施国側と援助国側の双方の提唱者が、グローバル補助金の報告書を記入、承認、提出する 

ことが義務づけられている。  

D.補助金が承認された後に追加するすべての活動は、資金を使用する前に財団からの承認を受

ける必要がある。提唱クラブ／地区は、これらの支出についても、それを報告し、全額使用し

なかった場合は、財団に返金する必要がある。詳細は「補助金未使用分の財団への返還につい

て」を参照のこと。  

E.財団は、期日を過ぎて未提出の財団補助金の報告書がある提唱者からの新規の補助金申請書

を承認しない。  

F.財団は、いつでも補助金を審査し、監査を実施し、監視要員を派遣し、追加書類の提出を要

求し、または、支払いを（一部または全額）保留することができる。  
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G.地区は、資格条件に従い、補助金資金の使途について地区内クラブに報告する必要がある。  

H.補助金の提唱者は、資格条件および適用される法律に従い、少なくとも 5 年間、補助金の使

途に関連する全領収書のコピーと銀行取引明細書を保管する必要がある。  

I.補助金を受領する活動の実施と資金使用に関する財団の方針と指針を遵守しなかった補助金提

唱者は、補助金の全額を返還する必要があり、最高 5年間、将来の補助金の受領を禁じられる

可能性がある。  

J.最初の補助金支払いから 12 カ月以内に最初の中間報告書を提出する必要があり、その後の中

間報告書は、前回報告書の受理日から 12カ月が期限となる。  

K.最終報告書は、活動の完了後 2カ月以内に提出する必要がある。  

L. 支払い後 12 カ月以内に補助金を受領した活動が実施されなかった場合、補助金は取り消し

となり、提唱者は資金を返還するよう義務づけられる。  

M.すべての補助金活動が完了した後に 1,000 米ドルを超える補助金資金が残った場合、追加の

関連経費の利用を財団が承認する必要がある。承認された通りにこれらの資金を使用できない

場合、資金をロータリー財団に返還する必要があり、その資金は下記の通りに充当される。  

1.補助金全額が返還された場合、国際財団活動資金（WF）、DDF、冠名指定寄付と冠名基金か

らプログラム授与金として使用可能な額、企業の社会的責任（CSR）の資金は、それぞれ元

の資金源に返還される。現金寄付とロータリー財団の使途推奨冠名基金の寄付は、年次基金

（シェア）に充当される。ロータリー以外からの現金寄付は、WFへ充当される。  

2.補助金の一部が返還された場合、そのすべてがWFへ充当される。  

N.補助金を受領した活動が完了した後に 1,000 米ドル以下の補助金資金が残った場合、グロー

バル補助金の使用が認められている活動にその資金を利用でき、財団からの事前の承認は必要

ない。いかなる金額であれ、グローバル補助金と関係のない経費に未使用の補助金資金を使用

することはできない。  

O.1,000 米ドル以下の補助金資金が財団に返還された場合、その資金は国際財団活動資金

（WF）に充当される。  

P.以下の国は、返還資金について独自に以下を義務づけている：  

1.アルゼンチン：10アルゼンチンペソを超える未使用の補助金資金は返還する必要がある。  

2.ブラジル：100 ブラジルレアルを超える未使用の補助金資金は返還する必要がある。  

3.インド：未使用の補助金資金はすべて返還する必要がある。  

4.イタリア：イタリアのロータリー協力財団（Fondazione Rotary Italia）から支払われた補助

金の未使用額はすべて返還される必要がある。この要件に該当するクラブと地区には通知が

行われる。  

Q.下記の詳細を含んだものが、不備のない報告書として受理される。  

1.活動は、選択した重点分野の目標をいかに推進したか。  

2.活動が、申請書に記載された個々の目標をいかに達成したか、成果の測定に使用した評価基

準や収集したデータを含む。  
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3.成果が長期にわたっていかに持続されるか。  

4.実施国、援助国双方の提唱者、および補助金に関与した協力団体がどのように活動に参加し

たか。  

5 費用の詳細な内訳と銀行口座の明細書。さらに、財団は領収書を提出するよう提唱者に要請

する場合があ る。奨学生と職業研修チームは、75米ドル以上の経費について、提唱者に領

収書を提出する必要がある。アルゼンチンとブラジルのクラブまたは地区に支払われた補助

金については、報告とともに、すべての経費について領収書を提出する必要がある。  

R.ブラジルのクラブまたは地区に支払われた補助金については、最終報告書とともに寄付証明

書を提出する必要がある。  

S.すべての報告要件が満たされた場合、財団は補助金を終了する。  

9. 取り消された補助金  

A.補助金が承認されていない場合、その補助金のために受理された現金寄付とロータリー財団

の使途推奨冠名基金の寄付は、年次基金（シェア）に充当される。ロータリー以外からの現金

寄付は、WFへ充当される。  

B.補助金が承認されたが、支払いがまだ行われていない場合、国際財団活動資金（WF）、

DDF、冠名指定寄付と冠名基金からプログラム授与金として使用可能な額、企業の社会的責

任（CSR）の資金は、それぞれ元の資金源に返還される。現金寄付とロータリー財団の使途推

奨冠名基金の寄付は、年次基金（シェア）に充当される。ロータリー以外からの現金寄付は、

WFへ充当される。  

C.補助金が全額支払われたが、全資金が返還された場合、国際財団活動資金（WF）、DDF、冠

名指定寄付と冠名基金からプログラム授与金として使用可能な額、冠名指定寄付、企業の社会

的責任（CSR）の資金は、それぞれ元の資金源に返還される。現金寄付とロータリー財団の使

途推奨冠名基金の寄付は、年次基金（シェア）に充当される。ロータリー以外からの現金寄付

は、WFへ充当される。  

D.補助金が全額支払われたが、資金の一部が返還された場合、それらの資金はすべてWF へ充

当される。  

E.補助金資金から生じた利子は財団に送金する必要がある。  

10. 補助金における利害の対立に関する方針  

A.ロータリー財団の補助金の高潔性を保証するため、関与するすべての人は、実際の利害対

立、および対立があると認識される状況を避けることが義務付けられている。  

B.利害の対立は、ある補助金に対し、決定を下す、または決定に影響を与える立場にある人物

が、補助金によって、本人、その家族、そのビジネスパートナー、またはそれらの人物が有

償・無償を問わず、役員や指導的立場を担っている組織が、恩恵を得る可能性のある場合に生

じる。  
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C.実際の利害対立、または対立があると認識される状況はすべて、申請手続きにおいてロータ

リーの補助金担当職員に開示する必要がある。利害の対立が存在するかどうか確信がもてな

い場合は、開示すべきである。  

D.ロータリー会員は、自身が利害の対立を有するいかなるグローバル補助金においても、補助

金委員会のメンバーとなることはできない。  

E.グローバル補助金の資金調達は、その補助金と関連する利害の対立を有する寄付者（人びと

または組織）からの寄付（冠名指定寄付、CSR寄付、等）によって行ってはならない。  

F.個々のケースにおいて利害の対立が存在するかどうかは、ロータリーの補助金担当職員また

は管理委員会が決定する。補助金において利害の対立が存在する、または存在したと結論が下

された場合、補助金担当職員は、補助金プロセスの高潔性を守るため、適切な措置を管理委員

会に推奨する。このような措置には、当該会員の補助金委員会からの除外、補助金申請の却

下、承認された補助金の取り消し、または特定の会員、クラブ、地区、または協力団体による

ロータリー補助金参加の一時停止などが含まれる。  

G.財団補助金の受領者または受益者となることができない人には、以下が含まれる。  

1.現ロータリアン  

2.クラブ、地区、その他のロータリー組織（ロータリー章典 1.040 節に規定されている通

り）、国際ロータリーの職員  

3.これらのすべての人の配偶者・直系卑属（血縁、養子縁組、再婚による子または孫）・直系

卑属の配偶者・直系尊属（血縁による親または祖父母）、ロータリー財団または国際ロータリ

ーと提携する機関・組織・団体の職員  

4.元ロータリアンおよび上記の元ロータリアンと親族関係にある人（本人または親族の退会か

ら 3年間適用）  

H.補助金資金を受ける活動を担当するクラブまたは地区の選考委員会の委員であるロータリー

会員は、ロータリー補助金の影響を受ける可能性のある個人または団体との個人的、家族上、

事業上の関係について、完全に透明性を保つ必要がある。これには、奨学金候補者、協力団

体、業者、その他補助金によって利益を得る人びとまたは団体（ただし、これらに限られな

い）との関係が含まれる。委員は、実際の利害対立または対立があると認識される場合、選考

が始まる前に委員長に知らせる必要があり、また、補助金申請時にも開示する必要がある。  

I.ロータリー地区、クラブ、会員が、補助金資金を受ける活動と関連して、ロータリー組織から

同業者への支払いが行われるような業務取引を行う場合、妥当な費用で最良のサービスを確保

するため、その取引を行う前に、公正、透明、かつ完全な見積もり要請と入札手続を行う必要

がある。資金が、会員、会員が所有または経営する物資やサービスの提供者、名誉会員、また

は財団補助金の受領資格がない上記に記載された人びとに支払われるような業務をロータリー

組織が行おうとする場合に、利害の対立の可能性が生じる。  
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J.協力する非政府組織、商品または業務の提供者、保険会社、運送会社、教育機関を含む業者ま

たは支払先と利害関係がないことを確認するために、すべての補助金取引を見直す必要があ

る。利害対立のある業者であっても、公正な市場価格で最高の製品または業務を提供し、その

ことが公正、透明、徹底した入札手続を経ているオファーによって証明される場合には、その

業者を利用することができる。  

K.利害の対立に関するロータリーの方針に関する詳細は、ロータリー財団章典の第 30.040 節を

参照のこと。  

11. 小口融資（マイクロクレジット）  

A.ロータリー財団は、小規模・中規模の事業、家族事業、地域の起業家を支援するため、小口

融資（マイクロクレジット）の利用に取り組んでいる。  

B.グローバル補助金を申請するクラブと地区は、持続可能な発展のためのプロジェクトを実施

する方法として、融資プログラムを運営する、登記され、少なくとも 3年間運営されている小

口融資機関（MFI）と協力する必要がある。  

C.小口融資の活動の監督と管理は、提唱クラブまたは提唱地区によって行われる必要がある。  

D.小口融資プロジェクトは、ロータリーのプロジェクトであることが明確に識別できるもので

ある必要がある。  

E.小口融資に充てる融資元金は、少なくとも 18 カ月間に少なくとも 2 回融資する必要がある

（理想的な融資サイクルは 12 カ月）。  

F.財団は、融資元金予算の総額が少なくとも 2回融資および回収され、その他のプロジェクト

活動がすべて完了した時点で、小口融資の補助金プロジェクトが完了したとみなす。  

G.融資を受けた人に課せられる年利は、（a）実施国の全国平均より 10ポイント低い数値、また

は（b）年利 36％、のいずれか低いほうでなければならない。  

H.ロータリー財団補助金資金からの小口融資の元金から発生した利子と手数料収入は、プロジ

ェクトを直接支援するための管理運営費として使用できる。残金は、融資元金に追加すべきで

ある。回収した利子と手数料は、本補助金プロジェクトに含まれない小口融資機関の管理運営

費として使用することはできない。  

I.補助金資金は、小口融資機関の会計システムにおいて別個に記録される必要がある。  

J.財団資金による小口融資プログラムは、融資元金の管理にとどまらず、受益者の研修を含める

必要がある。  

K.小口融資プロジェクトを支援するためにグローバル補助金を利用しようとするクラブと地区

は、補助金の申請書に添えて、グローバル補助金 小口融資プロジェクトに関する補足書式を

提出する必要がある。  

L.すべての小口融資プロジェクトは、ロータリー財団専門家グループ（Cadre）のメンバーによ

る中間視察を受ける。  

M.補助金の提唱者は、各グローバル補助金報告書とともにグローバル補助金 小口融資プロジ

ェクト報告書の補足書式を提出する必要がある。 
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N.補助金の最終報告書には、基準データ、プロジェクト終了時のデータ、出口計画の説明を含

める必要がある。  

O.小口融資プロジェクトが早期に終了した場合、提唱者は、補助金資金を財団に返還する必要

がある。  

P.財団が補助金を終了する際に、小口融資機関が当該地域社会での小口融資のために資金を使

用していない場合、その小口融資機関は融資元金と未使用の利子をロータリー財団に返還する

必要がある。  

Q.ロータリー財団は、融資保証システムのための資金を提供しない（つまり、小口融資機関が

ほかのファンドから行う融資の担保として財団の資金を使用することはできない）。  

12. インドに関する特記事項  

A.他のすべての授与と受諾の条件に加え、インドの法律と FCRA を遵守するため、インド国内

のクラブと地区に支払われる全額または一部の補助金は、以下の支払いと報告の手続きに従う

必要がある。  

B.FCRAに関する一般的な情報は、fcraonline.nic.in を参照のこと。FCRAの登録を受けたクラ

ブまたは地区は、FC-4 書式と財務報告書をインド内務省（ニューデリー）に期限通りに提出

する責務を負うものとする。  

C.すべての補助金の支払いは、インドルピーの資金を受領するために特別に開設された銀行口

座またはクラブが管理する FCRA口座に送金される。以下に記載された一般的な支払い条件

をすべて満たすまで、補助金がインド国内の銀行口座に送金されることはない。インド国内か

らの拠出金から発生した十分な資金があると職員が判断するか、提唱者が銀行口座が FCRA

の下に登録されていることを記した書類を提供する必要がある。そのほかの状況において支払

いは待機状態となり、（インド国内から）追加の拠出金が寄せられて十分な資金が得られた時

点ではじめて、先着順に支払われることになる。補助金の提唱者は、FCRA の下に登録された

銀行口座で受け取る資金が地元の資金と混同されないようにする必要がある。補助金資金は、

提唱者拠出金の全額がロータリー財団へ送られ、支払いの全条件が満たされるまでは、支給さ

れない。補助金資金は、補助金提唱者が申請書に記入した口座へ支払われる。 

D.毎年 3月 31 日までにインドのロータリー財団または国際ロータリー南アジア事務局から支

払われた補助金資金に関する中間報告書は、同じ年の 5 月 31 日が提出締切日となる。最終報

告書は、プロジェクトの完了から 2 カ月以内が提出期日となる。すべての中間報告書は、セク

ション 8（報告要件）に挙げられたすべての一般的な報告要件を満たしている必要がある。さ

らに、補助金提唱者は以下を行う必要がある。 

1.中間報告をオンラインで補助金センターから提出する。 

2.中間報告書が提出されたことを南アジア事務局に知らせる。 
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3.補助金資金が使用された場合は使用の証明書ならびに、独立した公認会計士によって証明さ

れた領収書または補助金からの支払いの明細書（会計士番号および固有の文書識別番号を明

記のこと）をアップロードする。使用の証明書には、補助金資金の支払いを行ったのがイン

ドのロータリー財団、または南アジア事務局）であるかを明記しなければならない。 

4.銀行明細書または預金通帳をアップロードする（複写の場合は、銀行のマネジャー／公認会

計士が証明し署名した正謄本）。 

5.補助金センターにすべての請求書と領収書をアップロードする。 

E.いかなる理由であれ、補助金の資金が使用されなかった場合には、補助金資金の預金日が記

された銀行明細書の原本または預金通帳の原本（複写の場合は、銀行のマネジャー／公認会計

士が証明し署名したもの）、ならび に、3 月よりも前に受領されたにもかかわらず補助金が使

用されなかった理由を説明した文書。 

F.最終報告書は、セクション 8（報告要件）に挙げられたすべての一般的な報告要件を満たして

いる必要がある。さらに、補助金提唱者は以下を行う必要がある。 

1.最終報告をオンラインで補助金センターから提出する。 

2.最終報告書が提出されたことを南アジア事務局に知らせる。 

3.補助金資金が使用された場合は使用の証明書ならびに、独立した公認会計士によって証明さ

れた領収書または補助金からの支払いの明細書（会計士番号および固有の文書識別番号を明

記のこと）をアップロードする。使用の証明書には、補助金資金の支払いを行ったのがイン

ドのロータリー財団、または南アジア事務局）であるかを明記しなければならない。 

4.銀行明細書または預金通帳をアップロードする（複写の場合は、銀行のマネジャー／公認会

計士が証明し署名した正謄本）。 

5.銀行調整の明細書を提出する（複数の補助金が一つの FCRA口座に振り込まれた場合）。 

6.補助金センターにすべての請求書と領収書をアップロードする。 

7.「原本はすべて 8 年間保管し、インドのロータリー財団または南アジア事務局から要請され

た場合にはこれを提示する」と書かれた保証文を補助金センターにアップロードする。 

8.未使用の補助金資金はすべて、資金の支払いを行った組織（インドのロータリー財団または

南アジア事務局）に返還する。 

9.プロジェクトから利益を得る人びとに関する情報（写真、新聞の切り抜き、感謝状を含む）

を保管する（インドのロータリー財団または国際ロータリー南アジア事務局から要請される

可能性があるため）。 

13. フィリピンに関する特記事項 

A.ほかの授与と受諾の条件に加え、フィリピン国内のロータリー地区またはクラブに支払われ

た補助金は、フィリピンの規制を遵守するためにより多くの実証を必要とする。 
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B. フィリピン証券取引委員会は、財団が財務諸表を提出する際に、財団が資金を提供したす

べてのプロジェクトについて補足書類を添えることを義務づけている。この要件に関する詳

しい情報は、証券規制法 68（Securities Regulation Code 68）に改正通りに記載されている。

これを遵守できるよう、補助金提唱者は、その地域を管轄する以下の人物／組織のいずれか

が発行する証明書を取得する必要がある： 

1.市長室、公印が押されていること 

2.社会福祉・開発局（Department of Social Welfare and Development）長、公印が押されて

いること 

3.保健局（Department of Health）長、公印が押されていること 

4.バランガイ議長室、公印が押されていること 

5.民間機関または実際の受益者の代表者／役員、公証人により署名されたもの 

C.各プロジェクトについて、証明書の原本 5 通を、下記に送付すること：Phil.Consulting 

Center Inc., 2D Penthouse, Salamin Building, 197 Salcedo Street, Legaspi Village, Makati 

City 1229, Philippines. 

D.証明書の見本テンプレートを、南太平洋・フィリピン事務局を通じて入手することができ

る。 

E.7 月から 5 月までに配分される補助金の証明書は、同じ会計年度の 6月 30 日までに受理さ

れるべきである。6 月に支払われた補助金の証明書は、7月 31日までに受理されるべきで

ある。地区またはクラブから提出された新規の補助金のための支払いは、既存の補助金の

記入済み証明書が受領されることが条件となる。 
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あとがき 

2750 地区では毎年ロータリー財団ハンドブックを製作しております。私たちの地区のロータリー財団のあ

らゆる活動を網羅していることが大きな特徴です。 

多くのロータリアンの皆様がこのハンド ブックをご活用いただきロータリー財団のプログラムを理解いただ

くこと、ロータリー財団を身近に感じていただくこと、そして 更に充実した奉仕活動を実行されますことを

願っております。 

末筆ながらハンドブックの制作にご協力いただきました多くの皆様に心より感謝申し上げます。 
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